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部門名　：経済学部　経済学科
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

※
1

学部、学科ごとに、人材養成に関する目的その他教育研究上の目的を、
学則またはこれに準ずる規程等に定めているか。

2
学部、各学科の目的は、高等教育機関として大学が追求すべき目的（教
育基本法、学校教育法参照）と整合しているか。

3
学部、各学科の目的は、建学の精神や大学の理念との関係性や、目指
すべき方向性、達成すべき成果などを明らかにしているか。

4
学部、各学科の目的は、これまでの実績や現在の人的・物的・資金的資
源からみて、適切なものとなっているか。

5
教職員・学生が、学部、各学科の目的を、公的な刊行物、ホームページ
等によって知りうる状態にしているか。

6
学部、各学科の目的の周知方法の有効性について、構成員の意識調査
等による定期的な検証や、検証結果を踏まえた改善を行っているか。

○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェ
ブサイト等による大学の理念・目的、学部の目
的等の周知及び公表

7
受験生を含む社会一般が、学部、学科の目的を、公的な刊行物、ホーム
ページ等によって知りうる状態にしているか。

8
大学の理念・目的を踏まえ、各学科における目的等を実現していくため、
将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。

・全学部全学科　中長期計画
・中長期計画フィードバックコメント
・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

平成29年度より全学的な方針の下、各学科の中長期計画を策定し、平成35年度までの到達目標とそ
の計画を明確に定めている。
また、学長施策である「教育活動改革支援予算」により、理念目的の実現に向けた教育プログラムの企
画と実行を進めている。

9
各学科の中・長期計画その他の諸施策の計画は適切に実行されている
か。実行責任体制及び検証プロセスを明確にし、適切に機能している
か。また、理念・目的等の実現に繋がっているか。

・経済学部経済学科　中長期計画
・中長期計画フィードバックコメント
・授業時間割
・シラバス
・経済学部就活データベース

・経済学部経済学科における中長期計画は,着実に実行に移されつつある。
・「将来ビジョンの明確化と教育研究組織の改革」で挙げた行動経済学分野の授業コースは、2017年度
に開講された。
・「Toyo Global Diamonds構想の着実な推進」で挙げた経済特講増コースも達成されている。
・「求める学習成果の明示と質の高いカリキュラム構築」についてはアクティブラーニングの初年次教育
における効果測定を年度末に実行する予定である。
・「新たなキャリア教育と就職の支援の充実」のため経済学部就活データベースが2017年9月に構築さ
れ、まもなく分析を開始する予定である。

A

中長期計画実行状況について
は、今後は経済学科学科会議で
少なくとも年に一度は見直しをし、
必要に応じて経済学科内で課題
に応じてワーキンググループを立
ち上げ、改善を図るようにしたい。

10 学部、各学科の目的の適切性を、定期的に検証しているか。
・経済学部経済学科　中長期計画
・ホームページ

・学科の中・長期計画の策定、その進捗状況を報告する際には、必ず学科長を中心に学科会議にお
いて計画の適切性、進捗状況、課題等を、学科の理念・目的との関連性を踏まえて検証している。
・上記の検証を通じて、中・長期計画を学科の理念・目的に繋げている。

A

経済学科学科会議で少なくとも年
に一度は学科の目的の適切性に
ついて検証し、必要に応じて経済
学科内で課題に応じてワーキング
グループを立ち上げ改善を図るよ
うにしたい。

11
理念・目的の適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権限、手続を
明確にしているか。また、その検証プロセスを適切に機能させているか。

・カリキュラム委員会報告書
・教授会議事録

・4年に一度のカリキュラム改訂のときなどに、学科長・カリキュラム委員の主導により、カリキュラムに関
する理念・目的の再検討、改善等を討議している。 A

（１）理念・目的

２）大学の理念・目的及び
学部・研究科の目的を学
則又はこれに準ずる規則
等に適切に明示し、教職
員及び学生に周知し、社
会に対して公表している
か。

○学部、学科又は課程ごとに設定する人材育
成その他の教育研究上の目的の適切な明示

・履修要覧
・ホームページ

各学部・学科において、「教育研究上の目的」を、「履修要覧」及びホームページにて公表している。

１）大学の理念・目的を適
切に設定しているか。ま
た、それを踏まえ、学部・
研究科の目的を適切に設
定しているか。

○学部、学科又は課程ごとに設定する人材育
成その他の教育研究上の目的の設定とその
内容
○大学の理念・目的と学部・学科の目的の連
関性

・「全学部規程」 各学部、学科において、「教育研究上の目的」を、学部規程に適切に定めている。

３）大学の理念・目的、各
学部･研究科における目的
等を実現していくため、大
学として将来を見据えた
中・長期の計画その他の
諸施策を設定しているか。

○将来を見据えた中・長期の計画その他の諸
施策の設定

４）大学・学部・研究科等の
理念・目的の適切性につ
いて定期的に検証を行っ
ているか。

※1.当該項目については、平成23～25年度の自己点検・評

価及び平成26年度の認証評価の結果から、大学全体及び

各学部・学科の現状には大きな問題がないことと、第３期認

証評価の評価項目を踏まえ、点検評価項目の見直しを図っ

たが、この項目における影響はないと判断し、毎年の自己点

検・評価は実施しないこととする。（平成29年9月14日、自己

点検・評価活動推進委員会承認）。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

12 教育目標を明示しているか。 ・「全学部規程」 各学部、学科において、「教育研究上の目的」を学部規程に適切に定めている。

13
ディプロマ・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行物、ホームページ等に
よって知りうる状態にしており、かつ、その周知方法が有効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

各学部、学科において、ディプロマ・ポリシーを定め、ホームページにて公表している。

14 教育目標とディプロマ・ポリシーは整合しているか。

15
ディプロマ・ポリシーには、学生が修得することが求められる知識、技能、
態度等、当該学位にふさわしい学習成果が明示されているか。

16
カリキュラム・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行物、ホームページ等に
よって知りうる状態にしており、かつ、その周知方法が有効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

17
カリキュラム・ポリシーには、教育課程の体系性や教育内容、科目区分、
授業形態等を明示し、学科のカリキュラムを編成するうえで重要かつ具体
的な方針が示されているか。

○教育課程の編成・実施方針と学位授与方
針との適切な連関性

18
カリキュラム・ポリシーは、教育目標やディプロマ・ポリシーと整合している
か。

１）授与する学位ごとに、学
位授与方針を定め、公表
しているか。

○課程修了にあたって、学生が修得すること
が求められる知識、技能、態度等、当該学位
にふさわしい学習成果を明示した学位授与方
針の適切な設定及び公表

２）授与する学位ごとに、教
育課程の編成・実施方針
を定め、公表しているか。

○下記内容を備えた教育課程の編成・実施
方針の設定
及び公表
・教育課程の体系、教育内容
・教育課程を構成する授業科目区分、授業形
態等

（４）教育課程・学習成果

・学科の教育目標「現代社会が抱える様々な問題を、経済政策や制度に関わる客観的知識に基づき、
総合的に理解し解決する力を養う」を達成するために、ディプロマ・ポリシーにおいて「言語、情報、数
理に関するリテラシー」「オーソドックスな経済学」「経済学や統計学に裏付けられた情報処理能力」「客
観的情報に基づく論理的な判断力」「社会が直面する問題を自ら発見し解決できる総合的思考力」の
習得を学位授与の方針としている。以上を受けて、カリキュラム・ポリシーでは「コミュニケーション力」
「論理的思考力」「総合的判断力」の育成を図り、コミュニケーション力の養成には語学やゼミナール、
論理的思考力の養成にはゼミナール、専門教育科目を、総合的判断力の育成にはゼミナール、専門
教育科目、教養科目を割り当てることを明記している。したがってカリキュラム・ポリシーは、教育目標
ディプロマ・ポリシーと整合していると言える。
 ・学科では、カリキュラム・ポリシーにおいて「コミュニケーション力」「論理的思考力」「総合的判断力」の
養成を図り、それらを実現するために教養科目、語学、必修科目、ゼミナールを含む専門選択科目を
置くことが記述され、更にそれら科目がカリキュラム・ポリシーの実現のためにどのように配置されるべき
かを5つに分けて具体的に記述している（例えば、必修科目と1，2年次の専門選択科目Aでは基礎知
識の習得、3，4年次の専門選択科目Aでは応用力の養成、専門選択科目Bでは経済学の周辺領域へ
の拡張など）。

A

・学科　教育目標
・学科　ディプロマ・ポリシー

・学科のディプロマ・ポリシーには、オーソドックスな経済学の基礎的な内容と分析方法の理解し、 社会
人としてふさわしい教養を身につけ、社会的課題について、経済学の思考方法を用いて客観的情報に
基づき総合的かつ本質的に考察し判断できる能力を持ち、自らの考えを、経済学や統計学に裏付けら
れた客観的情報や情報処理に基づいて、口頭や文章により表現できる能力を持つと判断されることな
どを記載している。それは学科の教育目標にある「21世紀社会を担う社会人に相応しい、現実の経済
に関する幅広い知識・洞察力を修得し、論理的思考力、情報収集・処理能力、コミュニケーション力を
持つ人材を養成する。」を反映したものである。したがって教育目標とディプロマ・ポリシーは整合して
いるといえる。
 ・学科のディプロマ・ポリシーにおいて習得すべき成果とされるものとしては「オーソドックスな経済学の
基礎的な内容と分析方法」「社会人としてふさわしい教養」「社会的課題について、経済学の思考方法
を用いて客観的情報に基づき総合的かつ本質的に考察し判断できる力」「客観的情報に基づく論理的
判断力」等がある。これらの成果は、現状ではやや抽象的であるが、修得すべき学習成果が示されて
いると言える。

A

・学科　カリキュラム・ポリシー
・学科　教育目標
・学科　ディプロマ・ポリシー

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

19
教育課程は、授業科目の順次性に配慮して、各年次に体系的に配置さ
れているか。

20
各授業科目の単位数及び時間数は、大学設置基準及び学則に則り適切
に設定されているか。

21
授業科目の位置づけ（必修、選択等）に極端な偏りがなく、教育目標等を
達成するうえで必要な授業科目がバランスよく編成されているか。

22
専門教育への導入に関する配慮（初年次教育、導入教育の実施等）を
行っているか。

23
教養教育、専門教育の位置づけを明らかにしているか。卒業、履修の要
件は適切にバランスよく設定されているか。

24
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する学習成果の修得につなが
る教育課程となっているか。

25
学科の人材養成の目的に即した、社会的及び職業的自立を図るため
に、キャリア教育等必要な教育を正課内に適切に配置しているか。また必
要な正課外教育が適切に施されているか。

26
教育目標に照らした諸資格の取得、その他必要な知識・技能を測る試験
の受験に係る指導や支援環境が整っているか。

27
学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力の育成に向け
て、学科内の学生への指導体制は適切であるか。また、学内の関係組織
等の連携体制は明確に教職員で共有され、機能しているか。

・セミナーチェック
・『2016年度経済学部自己点検報告書（デー
タブック）』

・学科としては、学生の自立の基礎となるアクティブラーニングのため、ゼミへの自主的参加（必修科目
としての強制参加ではない）を促しており、2014年には8割に満たなかった2年ゼミ加入率が2017年には
約9割に上昇している。また、ゼミやToyoNetを通じて就職・キャリア支援関係の行事は、教職員、学生
の知るところとなっている。

A 同上

28
教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーの適切性を
定期的に検証しているか。

29
教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーの適切性を
検証するにあたり、責任主体・組織、権限・手続を明確にしているか。ま
た、その検証プロセスを適切に機能させ、改善に繋げているか。

３）教育課程の編成・実施
方針に基づき、各学位課
程にふさわしい授業科目
を開設し、教育課程を体
系的に編成しているか。

○各学部において適切に教育課程を編成す
るための措置

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整
合性
・教育課程の編成にあたっての順次性及び体
系性への配慮
・単位制度の趣旨に沿った単位の設定
・個々の授業科目の内容及び方法
・授業科目の位置づけ（必修、選択等）
・各学位課程にふさわしい教育内容の設定
（＜学士課程＞初年次教育、高大接続への
配慮、教養教育と専門教育の適切な配置等）

○学生の社会的及び職業的自立を図るため
に必要な能力を育成する教育の適切な実施

・該当科目　シラバス
・『経済学部　履修要覧　2017』

・経済学科の人材養成に関する目的「経済の理論と実証を土台にして、日本あるいは世界の経済・社
会における多様な問題に取り組むことができる、幅広い知識と的確な判断力を備えた、自立性のある人
材を養成する」を達成するため、正課内では必修科目「ゼミナールⅠＡ・Ｂ」においてはキャリア講演
会、「ゼミナールⅡ、Ⅲ」ではプレゼン、ディベートを行っている。学科研究発表会の実施も行い、学び
を形とする機会を設けている。また初年次教育としてアクティブラーニングを利用して自立のための能
力養成も行っている。
・現代産業論、インターシップ、公務員試験対策講座を実施しキャリア教育支援の環境を整えている。
また正課外では海外研修、ニュース時事能力検定、日経テスト、初習外国語検定補助も実施している。

A
現在行っている学科内キャリア委
員とキャリアセンターとの情報共
有を継続し、今後も学生にとって
有益な指導を実施する。

（４）教育課程・学習成果

４）教育目標、学位授与方
針及び教育課程編成実施
方針の適切性について定
期的に検証を行っている
か。

・カリキュラム委員会報告書
・『2016年度経済学部自己点検報告書（デー
タブック）』

・4年に1回のカリキュラム改訂の際に、各学部・学科の教育研究上の目的や3つのポリシーを、学科長
を含むカリキュラム委員会が主体になって、学科会議において協議し見直すことしている。
・学科会議において学科長が主体となって適宜検証し、改善につなげている。

・「2017　経済学部　履修登録のしおり・授業
時間割表　第1部」
・学科　教育課程表
・シラバス（例）

授業科目は順次性、体系性を配慮して、下記のように開講している。
 ・1年次における必修科目では、まずミクロ・マクロ経済学および統計学の基礎を習得し、同じく必修で
ある基礎ゼミナールにおいてはレポートの作成やディベートなど討論の基礎、およびコミュニケーション
力の養成を図っている。また選択科目として経済学の演習や経済学に必要な数学の基礎知識を習得
する科目も用意されている。以上を基礎にして2年次においては、必修科目においてより専門的なミク
ロ・マクロ経済学の知識を習得し、また選択科目としてさらに高度な経済学演習も用意されている。3、4
年次においては、1、2年次で築いた基礎知識を基に、財政、金融といった専門教育科目を習得するこ
とでより高度な応用力を養い、専門ゼミナールの履修によって経済問題の探求や討論の力を養う。
・全学部・学科において、大学設置基準に沿って、各科目の単位数及び授業時間数を設定している。

A

・学科　カリキュラム・ポリシー
・学科　教育課程表
・該当科目　シラバス
・「ゼミナールⅠＡ」「ゼミナールⅠＢ」シラバス
・『経済学部　履修要覧　2017』

・ 1年次に「ゼミナールⅠＡ・Ｂ」を必修として配置し、「ゼミナールⅠＡ」は初年次教育、「ゼミナールⅠ
Ｂ」は専門教育への導入教育と位置づけている。
・『履修要覧』において、卒業に必要な要件として教養科目を含む「基盤教育」と経済学を中心とした
「専門科目」の位置づけを説明し、さらに『履修要覧』においては「また、幅広い問題発見・解決能力を
身につけるには、経済学に偏らないさまざまな知識・教養・視点が必要です。そのために、専門科目だ
けでなく、共通教養科目や他学部開放科目の履修も積極的・計画的に行うよう努めてください。」と説明
し、教養教育の重要性の認識を学生に促すよう配慮している。
・教育課程は、カリキュラム・ポリシーに従い、概ね学生に期待する学習成果の修得につながるものを
目指しているが、個々の科目が学生のどの能力を伸ばすかを示す枠組みの構築に向け努力している。

A

A

カリキュラム改訂や検証作業は全
学カリキュラム委員からの大きな
枠組みを受けて各学科のカリキュ
ラム委員を中心に、学科会議を経
て行っている。また全学の指示が
なくとも適宜必要な場合は学科会
議でカリキュラム改訂について議
論できるよう機会を設けている。



5

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

30
単位の実質化を図るため、1年間の履修登録科目の上限を50単位未満
に設定しているか（最終年次、編入学学生等も含む）。

・履修要覧
全学部・学科において、1年間の履修登録科目の上限を、50単位未満に設定し、学部規程に規定して
いる（卒業要件外の科目を除く）。

31
シラバスに、講義の目的・内容、到達目標（学習成果）、講義スケジュール
（各回の授業内容）を、具体的に記載しているか。

32 授業内容・授業方法がシラバスに則って行われているか。

33
学生の主体的参加を促すための配慮（学生数、施設・設備の利用など）
を行っているか。

・シラバス（ゼミナール）
・セミナーチェック（ゼミナール紹介集）
・経済学部ＦＤ委員報告書

・経済学科中長期計画「求める学習成果の明示と質の高いカリキュラム構築」のため、初年次ゼミにお
いてアクティブラーニングを導入し、学生の主体的な学習を促進している。
・2年次以降のゼミナールは、所属ゼミを選択するにあたり学生自身がゼミナール紹介資料「セミナー
チェック」を読み、また希望によりゼミ見学をしている。またゼミ活動では学生自身が関心のあるトピック
について調べ、発表するなどの主体的な活動を行っている。
・経済学部ＦＤ委員会による学生との意見交換会において、学部授業などについて学生から意見を聴
取し、改善に役立てている。

A
入学学生数が多い場合は定例の
学科会議において増コース案を
検討し、クラスサイズが大きくなり
すぎないよう配慮している。

34
履修指導の機会、オフィスアワーなど、学生が学修に係る相談を受けや
すい環境が整っているか。また、その指導体制は適切であるか。

・新年度オリエンテーション資料
・教員プロフィール
・セミナーチェック（ゼミナール紹介集）

・経済学部では毎年4月に履修相談を実施。オフィスアワーは各教員設定し、教員プロフィール、また研
究室ドアにオフィスアワーを明示している。
・2年次以降ゼミナール履修にあたりゼミナール紹介資料「セミナーチェック」の作成・配布を実施。また
学生が自分の関心に合ったゼミを選択できるようゼミナール紹介をゼミ所属学生自身などが行う集合教
育を実施している。

A

35
学生の学習を活性化し、教育の質的転換を実現するために、学科が主
体的かつ組織的に取り組んでいるか。

36
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する学習成果の修得につなが
る教育方法となっているか。

37
シラバスの「成績評価の方法・基準」に、複数の方法により評価する場合
にはその割合や、成績評価基準を明示しているか。

シラバスについては、毎年、学長及び教務部長の連名においてシラバス作成の際の必須事項、留意
事項を明示するとともに、各学部によるシラバス点検を実施し、必須事項の明示や内容の充実に向け
て取り組んでいる。
また全学統一の授業評価アンケートにおいて、「シラバスに即した内容の授業が行われていたと思いま
すか」という設問を用意し、授業内容・方法とシラバスとの整合性を確認している。

38
海外を含む他大学、短期大学、高等専門学校で修得した単位の認定、Ｔ
ＯＥＩＣ等、または入学前の学習の単位認定を、適切な手続きに従って、
合計60単位以下で行っているか（編入学者を除く）。

・東洋大学学則
学則において60単位まで認定できることを定めており、各学部教授会で審議の上で単位認定を行って
いる。

39 成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置を取っているか。 ・履修要覧

・学部の方針に基づいて、最高評価Ｓの割合を上位5％としている。全科目のＳ評価者の割合は年度末
の教授会で明らかにされ、ルールの遵守を促している。
・学科会議ならびに英語委員会にて、ゼミナールⅠと外国語科目は、担当者間での成績評価基準の
統一化と調整を図っている。
・学科会議において学生の学習状況について意見を交換し、またFD会議でも協議して、成績評価の
客観性の徹底を図っているが、Ｓ評価以外の評価方法やその検証に関する措置については検討中で
あり、今後の課題となっている。

Ｂ
Ｓ評価以外の評価方法やその検
証に関する措置については検討
中であり、今後の課題となってい
る。

40 卒業要件を明確にし、あらかじめ学生が知りうる状態にしているか。 ・履修要覧
卒業要件は、学部規程に規定し、履修要覧にて全学生に明示している。また、新入生には履修ガイダ
ンスと併せて、履修指導を行っており、卒業要件については十分に説明している。

41
ディプロマ・ポリシーと卒業要件が整合しており、ディプロマ・ポリシーに
則って学位授与を行っているか。

42
学位授与にあたり、明確な責任体制のもと、明文化された手続きに従っ
て、学位を授与しているか。

６）成績評価、単位認定及
び学位授与を適切に行っ
ているか。

（４）教育課程・学習成果

５）学生の学習を活性化
し、効果的に教育を行うた
めの様々な措置を講じて
いるか。

○各学部において授業内外の学生の学習を
活性化し効果的に教育を行うための措置

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を
図るための措置（１年間又は学期ごとの履修
登録単位数の上限設定等）

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学
習成果の指標、授業内容及び方法、授業計
画、授業準備のための指示、成績評価方法及
び基準等の明示）及び実施（授業内容とシラ
バスとの整合性の確保等）

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内
容及び授業方法

＜学士課程＞
・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数
・適切な履修指導の実施

・シラバスの作成依頼
・シラバスの点検資料、点検結果報告書
・「授業評価アンケート」資料

シラバスについては、毎年、学長及び教務部長の連名においてシラバス作成の際の必須事項、留意
事項を明示するとともに、各学部による全科目のシラバス点検を実施し、必須事項の明示や内容の充
実に向けて取り組んでいる。
また全学統一の授業評価アンケートにおいて、「シラバスに即した内容の授業が行われていたと思いま
すか」という設問を用意し、授業内容・方法とシラバスとの整合性を確認している。

・授業評価アンケート、教育改善レポート、在
校生アンケート
・セミナーチェック（ゼミナール紹介集）
・シラバス（基礎数学・経済数学・経済特講）

・学部の方針に従って授業評価アンケートを毎年実施し、学生の学習効果の測定を行うとともに、各教
員はアンケート結果などを参考に次年度の授業に対する改善点を「教育改善レポート」として提出し、
自主的に改善を継続するよう努めている。加えて在校生アンケートも実施し、教育の改善を図ってい
る。
・学生が主体的に活動できる場であるゼミナールの加入率を上昇させるため、ゼミ説明会とセミナー
チェックにおいてゼミナール加入と就職率・就職先との関連性を提示している。
・数学はプレースメントテストにより習熟度別コースを設定、またTEES(Eラーニング）も用意し、学力に自
信がない学生に対するサポートも行っている。
・必修英語コースはTOEICIPスコア別に学生を分け、学力に応じた教育を実施している。英語による経
済特講コースも開講し、英語を使って経済学を学びたい学生のニーズにも応えている。

○成績評価及び単位認定を適切に行うため
の措置
・単位制度の趣旨に基づく単位認定
・既修得単位の適切な認定
・成績評価の客観性、厳格性を担保するため
の措置
・卒業・修了要件の明示
・学位授与に係る責任体制及び手続の明示
・適切な学位授与

A

・学科　ディプロマ・ポリシー
・学科　卒業要件
・教授会議事録

・学科のディプロマ・ポリシーによれば、コミュニケーション力の養成―語学・基礎ゼミナール・専門ゼミ
ナール、論理的思考力の養成―基礎ゼミナールを含む必修科目・専門ゼミナールを含む専門選択科
目、総合的判断力の育成―専門ゼミナールを含む専門選択科目・教養科目、といううように各科目に
役割が割り当てられているが、これらの科目はすべて一定の単位数を修得することが卒業要件となって
いる。なお、専門ゼミナールは必修ではないが、履修することが推奨されており、多くの学生が専門ゼミ
ナールを履修している。
・学部，学科の方針に従って学位を授与している。

A

ディプロマポリシーだけでなく、３
つのポリシー全体を見直す作業
を開始しつつあるところである。ま
ずは経済学科内ワーキンググ
ループでたたき台を作り、学科会
議で協議し作業を進める予定で
ある。よって、責任主体は学科と
なるであろう。

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

43

【学科/学位レベル】
各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するために、学科とし
て、学習成果を測るための評価指標（評価方法）を開発・運用している
か。

44
学生の自己評価や、学部、学科の教育効果や就職先の評価、卒業時ア
ンケートなどを実施し、かつ活用しているか。

45
カリキュラム（教育課程・教育方法）の適切性を検証するために、定期的
に点検・評価を実施しているか。また、何に基づき（資料、情報などの根
拠）点検・評価しているか。

46
上記の点検・評価結果をカリキュラムの改善に役立てているか。（また、ど
のように役立てているか。具体例をもとに記載してください）

47
授業内容・方法の工夫、改善に向けて、学内（高等教育推進センター）、
学外のFDに係る研修会や機関などの取り組みを活用し、組織的かつ積
極的に取り組んでいるか。

・新任教員事前研修資料
・各年度「FD会合記録」
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

・新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の特別
研究制度により、教員の資質の向上を図っている。
・年2回、学部全体でFD会合を開き、全専任教員が参加し、種々のテーマについて報告・協議してい
る。

A

・経済学部就活データベース

・経済学部では全学での実施の授業評価アンケートに先駆けて学生に授業に対するアンケートを実施
し、その中で学生自身に自分の学習に対する評価を問う取り組みを実施してきた。
・就職キャリア委員会主導で進めてきた経済学部就活データベース（2013年入学の約850名の学生に
ついての入試区分、GPA、必修科目の成績、TOEIC等の成績、PROGテストの点数、ゼミ参加状況、卒
論・留学の経験、就職の内定状況、内定時期、職種、内定先の概要などの属性データ）が2017年9月
にまとまり、学生のGPAと就職、各コースとの就職など様々な切り口から、今後、学習成果の測定を行う
予定である。
・新入生・卒業生アンケートを実施し、その結果を学科会議で点検・協議している。

A

３つのポリシー改訂にともない、学
科内でワーキングループを立ち
上げ、そこでのたたき台を定例の
学科会議において議論・検討し、
適切な評価指標を作成する予定
である。その際は授業評価アン
ケートなども活用する予定であ
る。

（４）教育課程・学習成果

７）学位授与方針に明示し
た学生の学習成果を適切
に把握及び評価している
か。

○各学位課程の分野の特性に応じた学習成
果を測定
するための指標の適切な設定
○学習成果を把握及び評価するための方法
の開発
≪学習成果の測定方法例≫
・アセスメント・テスト
・ルーブリックを活用した測定
・学習成果の測定を目的とした学生調査
・卒業生、就職先への意見聴取

８）教育課程及びその内
容、方法の適切性につい
て定期的に点検・評価を
行っているか。また、その
結果をもとに改善・向上に
向けた取り組みを行ってい
るか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評
価
・学習成果の測定結果の適切な活用
○点検・評価結果に基づく改善・向上

・経済学部就活データベース
・カリキュラム委員会報告書

・4年に一度のカリキュラム改訂の際に、学科所属のカリキュラム委員を中心に、各講義担当者や教務
課からの意見を受けて、学科で適切性を点検している。
・上記の経済学部就活データベースは構築されたばかりであるためまだ分析作業は始まっていない
が、2018年度にはカリキュラムなどについても問題提起を行いたい。その結果に基づき、次のカリキュラ
ム改訂に向け、更なる点検・評価、また改善を行う予定である。

B

左に記載したデータベース活用
はまだ始まっておらず、今後の課
題としてＢと評価した。データが使
える状況になり次第、学部や学科
でデータ分析を行い、２０２１年度
のカリキュラム改訂に向けて学科
長を中心に学科会議でカリキュラ
ムの適切性について検討を始め
る。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

48 アドミッション・ポリシーを設定しているか。 ・ホームページ 各学部、学科において、アドミッション・ポリシーを定めている。

49
アドミッションポリシーには、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求め
る学生像、入学希望者に求める水準等の判定方法を示しているか。

・学科　アドミッション・ポリシー
・入試要項

・経済学科のアドミッション・ポリシーには国語、地理歴史、公民、数学、英語などについて、中等教育
で身につけるべき標準的な知識を持ち、日本語に関する一般的なコミュニケーション力と思考力を持っ
ていることなどを備えたと判断される者を求めていると記してある。その判断の詳細は推薦入試につい
ては入試要項に記載があり、一般入試については入学試験の結果を内部で厳正に吟味し判定をして
いる。

A

50
受験生を含む社会一般が、アドミッション・ポリシーを、公的な刊行物、
ホームページ等によって知りうる状態にしているか。

・ホームページ 全学部・全学科において、大学ホームページにて公表している。

51
アドミッション・ポリシーに従って、入試方式や募集人員、選考方法を設定
しているか。

52 受験生に、入試方式別に、募集人員、選考方法を明示しているか。

53
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式の趣旨に適した学生募集
や、試験科目や選考方法の設定をしているか。

54
学生募集、入学者選抜を適切に行うために必要な体制を整備している
か。また責任所在を明確にしているか。

・入学試験実施本部体制
学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制を構築
して入学試験を適切に実施している。

55
入学者選抜を行ううえで、障がいのある受験生に対し、障がいのない学生
と公平に判定するための機会を提供しているか。

学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制におい
て、障がいのある受験生からの申告を受ける環境を整えており、その後受験時には、障がいの状況に
応じた試験環境（時間延長、支援者の介添、点字対応、特別試験教室の用意など）を整えるなど、公平
な受験機会を確保している。

56
学科における過去５年の入学定員に対する入学者数比率の平均が0.90
～1.25（※実験・実習系の学科は1.20）の範囲となっているか。

57
学科における収容定員に対する在籍学生数比率が0.90～1.25（※実験・
実習系の学科は1.20）の範囲となっているか。

58
編入学定員を設けている場合、編入学定員に対する在籍学生数比率が
0.7～1.29の範囲となっているか。また、編入学を「若干名」で募集してい
る場合、10名以上の学生を入学させていないか。

59
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式で、募集定員の2倍以上
の学生が入学していないか。

60
定員超過または未充足について、原因調査と改善方策の立案を行って
いるか。

・「教授会議事録」 ・学部執行部において、毎年度、前年度の入学者数策定の分析を行い、教授会に報告している。 A

学科入試委員を中心に入試課と
他大学の入試結果などについて
協議し、情報収集を行って次年
度に適切な定員確保となるよう努
力している。

61 アドミッション・ポリシーの適切性を、恒常的に検証しているか。 ・なし 4年に1回のカリキュラム改訂の際に、各学部・学科の3つのポリシーも見直すことしている。

62
学生募集および入学者選抜の適切性を定期的に検証する組織を常設し
て、定期的にその適切性と公平性についての検証を行っているか。

・なし

年間を通して入試部が現状を分析し、翌年度入試に向けた検討事項を各学部に提案している。これに
基づき、各学科入試委員を中心とした各学部入試委員会で検討を行い、その検討結果を集約した上
で、学長ならびに各学部長を主たる構成員とする全学入試委員会で年2回の検討・決定を行っており、
定期的な検証を行っている。

63
学生の受け入れの適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権限、
手続を明確にしているか。また、その検証プロセスを適切に機能させ、改
善につなげているか。

・「教授会議事録」

・学科長、学科の入試委員、基礎教育委員を中心に、入試課とも連絡を取りつつ、学科会議ならびに
学科長会議で協議・議論し、受け入れ案を策定している。その策定案を教授会で審議し、承認を得ると
いう手続きを経て、受入数等を決定している。これまでのところ、受け入れに関する権限や手続きの検
証を必要とするような事態は生じていない。
・入試方法の再検討と新たな選抜方法の検討については、学科長、学科の入試委員、基礎教育委員
を中心に、入試課とも連絡を取りつつ、入学した学生の成績などを分析するなどして、改訂案を議論し
ているところである。

A

入試課との協議をし、あらたに自
己推薦制度を導入を検討したり、
現行の入試方式の募集定員を再
検討したりするべく、学科内入試
委員を中心に改訂案を作成し、
具体的にどうするか学科会議で
議論をしているが現段階では決
定していない。

（5）学生の受け入れ

１） 学生の受け入れ方針を
定め、公表しているか。

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施
方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切
な設定及び公表
○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針
の設定
・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求め
る学生像
・入学希望者に求める水準等の判定方法

２）学生の受け入れ方針に
基づき、学生募集及び入
学者選抜の制度や運営体
制を適切に整備し、入学
者選抜を公正に実施して
いるか。

○学生の受け入れ方針に基づく学生募集方
法及び入学者選抜制度の適切な設定
○入試委員会等、責任所在を明確にした入
学者選抜実施のための体制の適切な整備
○公正な入学者選抜の実施
○入学を希望する者への合理的な配慮に基
づく公平な入学者選抜の実施

3）適切な定員を設定して
学生の受け入れを行うとと
もに、在籍学生数を収容
定員に基づき適正に管理
しているか。

○入学定員及び収容定員の適切な設定と在
籍学生数の管理
＜学士課程＞
・入学定員に対する入学者数比率
・編入学定員に対する編入学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は
未充足に関する対応

定員管理については、平成27年度より収容定員の見直しを行い、適切な規模に応じて各学部・学科の
定員を改正するとともに、毎年の入学者数の策定においては、過年度データ等を活用しながら、受入
者数の適正化に努めている。

４）学生の受け入れの適切
性について定期的に点
検・評価を行っているか。
また、その結果をもとに改
善・向上に向けた取り組み
を行っているか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評
価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

・学科　アドミッション・ポリシー
・入試要項

・入試方式や募集人員、選考方法は、おおむねアドミッション・ポリシーに従って設定している。
・募集人員・選考方法を入試要項において明示している。
・推薦入試では基礎学力に合わせて個性を尊重する方針の下に、書類選考と面接試験を実施してい
る。
・一般入試では基礎学力を有する学生を受け入れる方針の下に経済学を学ぶために必要な学力が測
れるよう試験科目を設定している。

A

※1と同様

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

64 教員の採用・昇格に関する審査基準を明確にしているか。
・「教員採用の基本方針」
・「教員資格審査基準」

全学の「教員採用の基本方針」及び「教員資格審査基準」を定めるとともに、各学部で、学長との協議
の上、内規等を定めて基準を明確にしている。

65 組織的な教育を実施するために、教員間の連携体制が取られているか。 ・なし
全学委員会のほか、学部内に各種委員会を設置して、組織的な連携体制と、責任の所在を明確にし
ている。

66
学科の目的を実現するために、教員組織の編制方針を明確にしている
か。

67
学部、各学科の個性、特色を発揮するために、契約制外国人教員、任期
制教員、非常勤講師などに関する方針を明確にしているか。

68
各教員の役割、教員間の連携のあり方、教育研究に係る責任所在につ
いて、規程や方針等で明確にされているか。

69
学部、各学科に割り当てられた専任教員数（教員補充枠）を充足している
か。

・教員組織表
充足結果については、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、学部より学長に報告を
行っている。

70
学部、各学科において、専任教員数（助教除く）の半数は教授となってい
るか。

71
学部として、～30、31～40、41～50、51～60、61歳以上の各年代の比率
が、著しく偏っていないか。

72 教員組織の編成方針に則って教員組織が編制されているか。

73
専任・非常勤を問わず、教員の科目担当について、教育研究業績に基
づいて担当の可否を判断しているか。

・なし
専任・非常勤を問わず、資格審査委員会及び教授会の審議の際には、担当予定科目を明示した上で
担当予定科目に関連する教歴、研究業績を基に審査することを前提としている。

74 教員の募集・採用・昇格に関する手続きを明確にしているか。

75
教員の募集・採用・昇格に際し、規程等に定めたルールが適切に守られ
ているか。

76
研究、社会貢献、管理業務に関して、教員の資質向上に向けた取り組み
をしているか。

77
教員の教育研究活動等の評価を、教育、研究、社会貢献、管理業務など
の多様性を踏まえて実施しているか。

78
教員活動評価等、教員の教育・研究・社会貢献活動の検証結果を有効
に活用し、教員組織の活性化に繋げているか。

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の特別研
究制度により、教員の資質の向上を図るとともに、全学で「教員活動評価」制度の導入を進めており、平
成29年度から正式に実施される予定である。

A
授業改善については、経済学科
内ワーキンググループを作って一
層の改善に努めたいと考えてい
る。

５）教員組織の適切性につ
いて定期的に点検・評価
を行っているか。また、そ
の結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行って
いるか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評
価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

79
教員組織の適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権限、手続を
明確にしているか。また、その検証プロセスを適切に機能させ、改善につ
なげているか。

・教授会議事録 ・教員の新規採用に際しては、学科会議で常に検討し、教授会の承認を得ている。 A

新規採用枠も含め、経済学科長
を中心とする学科構成メンバーに
よる定例学科会議にて長期的な
視点から望ましい人材について
具体的に検討している。

１）大学の理念・目的に基
づき、大学として求める教
員像や各学部･研究科等
の教員組織の編制に関す
る方針を明示しているか。

○大学として求める教員像の設定
・各学位課程における専門分野に関する能
力、教育に対する姿勢等
○各学部等の教員組織の編制に関する方針
（各教員の役割、連携のあり方、教育研究に
係る責任所在の明確化等）の適切な明示

・経済学科学内委員分担表
・教員採用の基本方針
・東洋大学学則（入学・収容定員記載部分）
・講義要項
・平成29年度経済学部教員組織表
・契約制雇用契約書
・教授会議事録

・学科会議の議論を経て経済学科での学内委員には一定の範囲で専門性をもたせ、各委員が責任を
持ってそれぞれの業務を遂行できるようにしている。こうすることで安定的に学科運営がなされている。
・契約制外国人は、経済学部としては国際経済学科に所属することとし、生きた英語を教育するため、
大学全体の中で可能な範囲で積極的に契約制外国人教員を採用している。現在経済学部では、1名
当たり10コマ担当を上限として2名の契約制外国人教員を雇用している。
・任期制教員である助教については、マンパワー不足により専任教員が担当できない主要学科目や、
主要科目との密接な連携を必要とする科目の担当者として採用している。
・非常勤講師については、専任教員が対応できない特殊な領域、専任教員のマンパワーが不足する部
分について雇用し、その際、都度、厳格な資格審査を行っている。

（６）教員・教員組織

A
編制方針の明文化は今後の課題
であるが、定例の学科会議の検
討課題にする予定である。

３）教員の募集、採用、昇
任等を適切に行っている
か。

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの
募集、採用、昇任等に関する基準及び手続の
設定と規程の整備
○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の
実施

・「職員の任免及び職務規則」
・「教員資格審査委員会規程」
・「教員人事補充事務手続き概略フロー」
・「大学専任教員採用の理事長面接の流れ」

「職員の任免及び職務規則」及び「教員資格審査委員会規程」に手続きは明確にされている。また、プ
ロセスについても「教員人事補充事務手続き概略フロー」及び「大学専任教員採用の理事長面接の流
れ」に明示されている。
毎年度末に、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、当該年度の結果と次年度以降の
計画を確認することで、各学部の人事が、適切に行われるようにしている。

４）ファカルティ・ディベロッ
プメント（ＦＤ）活動を組織
的かつ多面的に実施し、
教員の資質向上及び教員
組織の改善・向上につな
げているか。

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動
の組織的な実施
○教員の教育活動、研究活動、社会活動等
の評価とその結果の活用

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

高等教育推進センター主催による新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への
参加支援、また海外・国内の特別研究制度により、教員の資質の向上を図るとともに、平成28年度より
「教員活動評価」制度を導入し、教員の教育・研究活動を中心とした自己点検・評価を実施している。

２）教員組織の編制に関す
る方針に基づき、教育研
究活動を展開するため、
適切に教員組織を編制し
ているか。

○大学全体及び学部等ごとの専任教員数
○適切な教員組織編制のための措置
・教育上主要と認められる授業科目における
専任教員（教授、准教授又は助教）の適正な
配置
・各学位課程の目的に即した教員配置（国際
性、男女比等も含む）
・教員の授業担当負担への適切な配慮
・バランスのとれた年齢構成に配慮した教員
配置
○学士課程における教養教育の運営体制

・「大学基礎データ」経済学部(Ｈ29.5.1)

・経済学部、そして経済学部経済学科において、専任教員数の半数は教授となっている。
・　  ～ 30歳： 0　％
・ 31～ 40歳：　14.9％
・ 41～ 50歳：　37.3％
・ 51～ 60歳：　22.3％
・ 61歳  ～  ：　25.4％
学部全体の年齢構成は上記のとおりである。各年代ごとに比較的バランス良く配置され、特定の年代
への偏りは見られていない。
・大学設置基準に示された専任教員を上回るよう常に努力をし、実際に上回る教員が在籍している。ま
た、主要学科目は専任教員が担当し、その他周辺領域等の科目について必要に応じて兼任教員が担
当している。

B

教員組織については、上記の通
り、現在は明文化された編制方針
がない。よって、明文化がされれ
ば、教員組織の編成方針に則っ
て教員組織が編制されているか
を記したい。

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

哲学教育 80 教育・研究活動の中で哲学教育を推進しているか。 ・学科　教育課程表

・経済学科専門科目として「経済哲学」を開講している。本科目は全国的にも珍しく本学部の独自性と
哲学との関連を強く示すと言えよう。本学のＨＰに記載されているように、創立者 井上円了が伝えた「諸
学の基礎は哲学にあり」という理念は、現代風にいえば「本当のことを探しながら生きていく」ためのもの
である。その意味では他の経済学専門科目に於いても本質を追究して授業運営がなされているので、
哲学教育が推進されていると言えるが、組織的にまた明文化して推進しているかは不明確であるため、
まだ改善の余地があると思われる。

B

左記に記載したとおり、ゼミを含め
すでにすべての授業で大きな意
味での「哲学教育」は実践されて
いると思われるが、学科会議にて
専門科目はもちろんのこと、基盤
科目においても、本質を探求する
ことを念頭において学ぶことが大
切であることをあらためて注意喚
起し、明文化する。

国際化 81 教育・研究活動の中で国際化を推進しているか。
・『2016年度経済学部自己点検報告書（デー
タブック）』
・『経済学部　履修要覧　2017』

・「英語科目」では、TOEIC-IPテストに基づく習熟度別クラス編成を通じて、学生のレベルに応じた教育
内容の提示・指導をしている。また、TOEICスコアや他の英語セミナー等による単位認定を実施してい
る。TOEICスコアによる表彰制度を2017年度から開始した。また学科専任英語ネイティブ教員による授
業を実施している。
・｢初習外国語科目」（ドイツ語、フランス語、中国語）では、中国語・ドイツ語・フランス語検定試験の受
験を奨励し、検定補助制度を設け受験者の増大をはかっている。
・英語を使った「経済特講」を実施し、経済を英語を通じて学ぶ機会を増やしている。
・経済学部では、独仏・中国・米国各研修委員会を組織し、海外研修をドイツ・フランス、中国、アメリカ
で実施しており、現地での経験を生かして、学生はその後の語学・専門科目の学習へのモチベーショ
ンを高めている。
・そのほか、学部の研修プログラムに学科教員が積極的に参加し研修者のケアや支援を行ったり、定
期的に専任教員が海外の大学に国外研究に赴く、あるいは国際学会に参加などしている。
・研究においては、学部予算を措置し短期および長期海外研究を行っている。また、マールブルク大
学およびストラスブール大学との共同プロジェクトを実施しており、交換研究員を送り出し、研究の相互
交流を積極的に行っている。

A

キャリア教育 82 教育・研究活動の中でキャリア教育を推進しているか。
・学科　教育課程表
・『2016年度自己点検報告書（データブック）』
p.89

・1年次の「ゼミナールⅠ」では「キャリア形成支援講演会」を年に数回開催し、学生の啓発を目標として
いる。2～4年次向けの「現代産業論」では産業界から講師を招いてキャリア教育の知識面での充実を
図り、実践面では２～３年次に「インターンシップ」を開講している。また、3年次には、就職活動対策とし
て、日本経済新聞社の知識確認テストを学科行事として実施し動機や学習意欲を刺激している。

A

2）学部・学科独自の評価
項目①

卒業論文・ゼミ論の提出率向上 83 卒業論文・ゼミ論の提出率 ・卒業論文・ゼミ論の提出率データ

・現在、経済学科において卒業論文の提出率は芳しくない。一方、ゼミ所属の学生の多くはゼミ論を執
筆している。卒業論文でなくとも学部の学修の集大成ともいえるゼミ論を執筆することを奨励したい。そ
のためにゼミ加入と就職との関連についてのデータの提供、ゼミナール紹介集「セミナーチェック」の配
布や、父母会での説明などを通じて、ゼミ加入を勧めて、卒業論文、あるいはゼミ論を執筆する学生を
増やしたい。

B

ゼミナール所属学生を増やすた
め、学生に丁寧にゼミ所属の大
切さを説明する、また卒論かゼミ
論を書くように各ゼミで指導に努
めることを学科会議にて確認す
る。

3）学部・学科独自の評価
項目②

初年次におけるアクティブラーニングの効果
測定

84 初年次におけるアクティブラーニングの効果
・経済学部就活データベース
・GPA

・2017度から始めた初年次でのアクティブラーニングと就職やGPAの関連性を今後追跡調査し、2021
年にはアクティブラーニングの効果の測定を実施していきたい。また今後集積される経済学部就活
データベースを活用することで、GPA以外の項目においても1年次でのアクティブラーニングの効果に
ついて分析ができる。

B

2017年度からの初年次における
アクティブラーニングについて、
効果測定はまだできていないた
め、今後実施して検証をしてい
く。

4）学部・学科独自の評価
項目③

経済学科内における教授比の安定化 85 教授比 ・教授比データ
・現在経済学科では大学設置基準上必要な教授比率要件（専任教員の過半数が教授）を満たしたとこ
ろである。今後とも安定してこの要件を満たしていきたい。 A

（11）その他

１）大学が推進している3つ
の柱を基盤とした教育・研
究活動を行っているか。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

※
1

学部、学科ごとに、人材養成に関する目的その他教育研究上
の目的を、学則またはこれに準ずる規程等に定めているか。

2
学部、各学科の目的は、高等教育機関として大学が追求すべ
き目的（教育基本法、学校教育法参照）と整合しているか。

3
学部、各学科の目的は、建学の精神や大学の理念との関係性
や、目指すべき方向性、達成すべき成果などを明らかにしてい
るか。

4
学部、各学科の目的は、これまでの実績や現在の人的・物的・
資金的資源からみて、適切なものとなっているか。

5
教職員・学生が、学部、各学科の目的を、公的な刊行物、ホー
ムページ等によって知りうる状態にしているか。

6
学部、各学科の目的の周知方法の有効性について、構成員の
意識調査等による定期的な検証や、検証結果を踏まえた改善
を行っているか。

○教職員、学生、社会に対する刊行物、
ウェブサイト等による大学の理念・目的、学
部の目的等の周知及び公表

7
受験生を含む社会一般が、学部、学科の目的を、公的な刊行
物、ホームページ等によって知りうる状態にしているか。

8
大学の理念・目的を踏まえ、各学科における目的等を実現して
いくため、将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設
定しているか。

・全学部全学科　中長期計画
・中長期計画フィードバックコメント
・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

平成29年度より全学的な方針の下、各学科の中長期計画を策定し、平成35年度までの到達目標とその計画を明確に定めている。
また、学長施策である「教育活動改革支援予算」により、理念目的の実現に向けた教育プログラムの企画と実行を進めている。

9

各学科の中・長期計画その他の諸施策の計画は適切に実行さ
れているか。実行責任体制及び検証プロセスを明確にし、適切
に機能しているか。また、理念・目的等の実現に繋がっている
か。

・経済学部国際経済学科　中長期計画

・学科の中・長期計画の進捗状況については毎年度、4月の学科会議において学科長が報告し、また、7月には8月に予定されてい
る学長フォーラムでの進捗状況の報告の準備のために、計画の適切性、進捗状況、課題等を学科会議で協議している。
・中・長期計画は学部の7月の学科長会議でも報告し、問題点を必要に応じて修正して学長フォーラムに臨んでいる。
・以上の検証はすべて、学科の理念・目的等の実現に繋がっている。

A

10 学部、各学科の目的の適切性を、定期的に検証しているか。
・経済学部国際経済学科　中長期計画
・ホームページ

学科の理念・目的については、4年ごとのカリキュラム改訂の際に学科長を責任者としカリキュラム委員を中心とするワーキングルー
プを編制して点検し、それに基づいてカリキュラムを見直すようにしている。なお、中長期計画の検証もこれに繋がっている。 A

11
理念・目的の適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権
限、手続を明確にしているか。また、その検証プロセスを適切に
機能させているか。

・教授会議事録
・FD会議記録

責任主体は学科長であり、学科長は、理念・目的の適切性について、4年ごとのカリキュラム改訂と、毎年の中長期計画の検証を学
科会議で議題として挙げ、協議し確認している。 A

２）大学の理念・目的及び
学部・研究科の目的を学
則又はこれに準ずる規則
等に適切に明示し、教職
員及び学生に周知し、社
会に対して公表している
か。

○学部、学科又は課程ごとに設定する人
材育成その他の教育研究上の目的の適切
な明示

・履修要覧
・ホームページ

各学部・学科において、「教育研究上の目的」を、「履修要覧」及びホームページにて公表している。

１）大学の理念・目的を適
切に設定しているか。ま
た、それを踏まえ、学部・
研究科の目的を適切に設
定しているか。

○学部、学科又は課程ごとに設定する人
材育成その他の教育研究上の目的の設定
とその内容

○大学の理念・目的と学部・学科の目的の
連関性

・「全学部規程」 各学部、学科において、「教育研究上の目的」を、学部規程に適切に定めている。

（１）理念・目的

３）大学の理念・目的、各
学部･研究科における目的
等を実現していくため、大
学として将来を見据えた
中・長期の計画その他の
諸施策を設定しているか。

○将来を見据えた中・長期の計画その他
の諸施策の設定

４）大学・学部・研究科等の
理念・目的の適切性につ
いて定期的に検証を行っ
ているか。

※1.当該項目については、平成23～25年度の自己点検・

評価及び平成26年度の認証評価の結果から、大学全体

及び各学部・学科の現状には大きな問題がないことと、第

３期認証評価の評価項目を踏まえ、点検評価項目の見

直しを図ったが、この項目における影響はないと判断し、

毎年の自己点検・評価は実施しないこととする。（平成29

年9月14日、自己点検・評価活動推進委員会承認）。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

12 教育目標を明示しているか。 ・「全学部規程」 各学部、学科において、「教育研究上の目的」を学部規程に適切に定めている。

13
ディプロマ・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行物、ホームペー
ジ等によって知りうる状態にしており、かつ、その周知方法が有
効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

各学部、学科において、ディプロマ・ポリシーを定め、ホームページにて公表している。

14 教育目標とディプロマ・ポリシーは整合しているか。

15
ディプロマ・ポリシーには、学生が修得することが求められる知
識、技能、態度等、当該学位にふさわしい学習成果が明示され
ているか。

16
カリキュラム・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行物、ホームペー
ジ等によって知りうる状態にしており、かつ、その周知方法が有
効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

各学部、学科において、カリキュラム・ポリシーを定め、ホームページにて公表している。

17
カリキュラム・ポリシーには、教育課程の体系性や教育内容、科
目区分、授業形態等を明示し、学科のカリキュラムを編成するう
えで重要かつ具体的な方針が示されているか。

○教育課程の編成・実施方針と学位授与
方針との適切な連関性

18
カリキュラム・ポリシーは、教育目標やディプロマ・ポリシーと整
合しているか。

19
教育課程は、授業科目の順次性に配慮して、各年次に体系的
に配置されているか。

20
各授業科目の単位数及び時間数は、大学設置基準及び学則
に則り適切に設定されているか。

21
授業科目の位置づけ（必修、選択等）に極端な偏りがなく、教育
目標等を達成するうえで必要な授業科目がバランスよく編成さ
れているか。

22
専門教育への導入に関する配慮（初年次教育、導入教育の実
施等）を行っているか。

23
教養教育、専門教育の位置づけを明らかにしているか。卒業、
履修の要件は適切にバランスよく設定されているか。

24
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する学習成果の修得
につながる教育課程となっているか。

25
学科の人材養成の目的に即した、社会的及び職業的自立を図
るために、キャリア教育等必要な教育を正課内に適切に配置し
ているか。また必要な正課外教育が適切に施されているか。

26
教育目標に照らした諸資格の取得、その他必要な知識・技能を
測る試験の受験に係る指導や支援環境が整っているか。

27

学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力の育成
に向けて、学科内の学生への指導体制は適切であるか。また、
学内の関係組織等の連携体制は明確に教職員で共有され、機
能しているか。

・「教授会議事録」
学部としてキャリア形成支援委員会を設け、学科にもキャリア形成支援担当の教員を当て、「ゼミナールⅠ」の中で学生の意識を高め
るために講演会を開催する一方、大学のグローバル・キャリア教育センターとも緊密な連携を図りながら、学生のキャリア形成を支援
している。

A

28
教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーの
適切性を定期的に検証しているか。

29

教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーの
適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権限・手続を明確
にしているか。また、その検証プロセスを適切に機能させ、改善
に繋げているか。

・カリキュラム・ポリシーでは、「国内外で活躍しうる専門性を持つ教養人の養成」という教育目標に対応し、経済学、国際経済学など
の専門科目、英語（必修）、独仏中（選択必修）などの語学科目、そして海外研修といった実践的科目を設置し、教育内容の体系性
を示している。
・1年次には基礎ゼミ、2～4年次には少人数の専門ゼミナール、演習科目等を配当し、一般講義で得た知識・理解を基に現実問題
に取り組むという実践的な教育を施すことを示している。
・カリキュラム・ポリシーは、国内外で活躍しうる専門性を持つ教養人の養成という教育目標、並びにその目標に従って定めたディプ
ロマ・ポリシーと整合している。

A

・学科　教育課程表
・学科　カリキュラム・ポリシー
・『2016年度経済学部自己点検報告書データ
ブック）』

・授業科目の難易度に合わせ、1年生は導入教育のほか、経済学や外国語の入門科目を中心に配当し、2年生以降は比較的専門
性やレベルの高い科目お配当している。
・シラバスでは「関連科目・関連分野」の枠を用意し、関心のある領域について体系的な科目選択が可能になるよう配慮している。ま
た、科目によっては、履修に必要な条件等を記載している。
・大学設置基準に沿って、各科目の単位数及び授業時間数を設定している。
・学科のカリキュラム・ポリシーの「国内外で活躍しうる専門性を持つ教養人の養成」という教育目標に対応して、科目区分として「専
門科目（講義、ゼミナール）」「語学科目」「一般教養科目」をバランスよく配置している。

A

・学科　教育課程表
・「ゼミナールⅠ」シラバス
・『経済学部　履修要覧　 201７』
・学科　カリキュラム・ポリシー

・ 1年次に「ゼミナールⅠＡ」「ゼミナールⅠＢ」を必修として配置し、「ゼミナールⅠＡ」は初年次教育、「ゼミナールⅠＢ」は専門教育
への導入教育と位置づけて、少人数で授業を実施している。
・『履修要覧』において基盤教育はコミュニケーション能力の涵養や異分野理解に繋がる外国語科目等が中心的な位置にあり、ま
た、専門科目は経済のグローバル化、国際経済の仕組み・機能の理解に必須なことを、学生に向けて説明している。
・卒業、履修の要件は、学科のカリキュラム・ポリシーの「国内外で活躍しうる専門性を持つ教養人の養成」という教育目標に対応し
て、上記のような基盤、専門教育を適切にバランスよく履修するように設定している。
・以上のように教育課程は、カリキュラム・ポリシーの４つの柱に従い、学生に期待する学習成果の修得につながるものとなっている。

A

・学科　カリキュラム・ポリシー
・学科　教育目標
・学科　ディプロマ・ポリシー

・学科　教育目標
・学科　ディプロマ・ポリシー

国内外で活躍しうる専門性を持つ教養人の養成という教育目標に従って、ディプロマ・ポリシーでは、国際的な視野にたって判断・
行動できる経済学、語学力、教養を身に着けた者に学位を与える方針を明示している。 A

・「教授会議事録」
・「FD会議記録」
・『2016年度経済学部自己点検報告書データ
ブック）』

・4年に1回のカリキュラム改訂の際に、教育目標とカリキュラムポリシーとを合わせて検証していることは上記の10～11で説明したとお
りであるが、その際にはそれらと繋がるディプロマ・ポリシーについても検討している。
・2016年度のカリキュラム改訂の際には、3つのポリシーを学科長を責任者としカリキュラム委員を中心とするワーキンググループで検
討し、他の二つのポリシーの文言を平易にするに伴い、ディプロマ・ポリシーも同様に平易な文章に改め学科会議において承認され
た。

B

１）授与する学位ごとに、
学位授与方針を定め、公
表しているか。

○課程修了にあたって、学生が修得するこ
とが求められる知識、技能、態度等、当該
学位にふさわしい学習成果を明示した学
位授与方針の適切な設定及び公表

２）授与する学位ごとに、
教育課程の編成・実施方
針を定め、公表している
か。

○下記内容を備えた教育課程の編成・実
施方針の設定
及び公表
・教育課程の体系、教育内容
・教育課程を構成する授業科目区分、授
業形態等

３）教育課程の編成・実施
方針に基づき、各学位課
程にふさわしい授業科目
を開設し、教育課程を体
系的に編成しているか。

○各学部において適切に教育課程を編成
するための措置

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の
整合性
・教育課程の編成にあたっての順次性及
び体系性への配慮
・単位制度の趣旨に沿った単位の設定
・個々の授業科目の内容及び方法
・授業科目の位置づけ（必修、選択等）
・各学位課程にふさわしい教育内容の設
定
（＜学士課程＞初年次教育、高大接続へ
の配慮、教養教育と専門教育の適切な配
置等）

○学生の社会的及び職業的自立を図るた
めに必要な能力を育成する教育の適切な
実施

（４）教育課程・学習成果

・『2016年度経済学部自己点検報告書データ
ブック）』
・『経済学部　履修要覧　2017』

・学部としてキャリア形成支援委員会を組織し、学科ごとに大学の経費支援を受けて、各種活動を行っている。国際経済学科では、
早期からキャリアへの意識を高めるため、｢ゼミナールⅠ｣でキャリア形成に関する講演会を年２回実施している。
・カリキュラムにおいては、キャリア形成支援科目を専門科目の枠内に設置し、｢インターンシップ｣、｢公務員試験対策講座｣を設ける
だけでなく、キャリア形成に深く関わる専門科目も支援科目内に明示し、学生に履修を促している。
・学部では、毎年TOIECの成績優秀者に対して表彰を行い、また、初習外国語（独仏中の3か国語）の検定受験に対しては、補助を
与え支援している。

A

４）教育目標、学位授与方
針及び教育課程編成実施
方針の適切性について定
期的に検証を行っている
か。

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

30
単位の実質化を図るため、1年間の履修登録科目の上限を50
単位未満に設定しているか（最終年次、編入学学生等も含
む）。

・履修要覧
全学部・学科において、1年間の履修登録科目の上限を、50単位未満に設定し、学部規程に規定している（卒業要件外の科目を除
く）。

31
シラバスに、講義の目的・内容、到達目標（学習成果）、講義ス
ケジュール（各回の授業内容）を、具体的に記載しているか。

32 授業内容・授業方法がシラバスに則って行われているか。

33
学生の主体的参加を促すための配慮（学生数、施設・設備の利
用など）を行っているか。

・学科　教育課程表

・学生が主体的な学習態度を身につけられるように、 少人数によるゼミナールを1年次から4年次まで配置している。１年次は必修科
目としてすべての学生に履修させ、2～4年次は選択科目であるものの80％以上の学生が履修している。
・ゼミ以外の講義では、大人数の受講生が生じた場合、ＴＡ・SAを配置してしレポート提出をできるだけ多く課すなど、アクティブ・
ラーニングの導入に努めている。
・学部ＦＤ委員会の開催している学生との意見交換会で出てきた学生の意見や要望を学科会議で紹介し、学科内で共有して授業に
できるだけ反映するよう努めている。

A

34
履修指導の機会、オフィスアワーなど、学生が学修に係る相談
を受けやすい環境が整っているか。また、その指導体制は適切
であるか。

・「教授会議事録」
・「セミナーチェック」
・ホームページ

・新入生に対しては、年度初頭に学科説明会を開くとともに、希望者に対しては個別の履修指導を実施している。
・特に1年次の秋学期に2年以降のゼミ選択のために、ゼミナール説明会を開催するほか、ゼミ紹介の印刷物を配布し、さらにゼミ見
学・相談会も実施している。
・年度初頭に、単位僅少者に履修指導を実施していいる。
・オフィスアワーは全専任教員がホームぺーｼﾞ等で公開し、研究室ドアに明示しているている。

A

35
学生の学習を活性化し、教育の質的転換を実現するために、学
科が主体的かつ組織的に取り組んでいるか。

36
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する学習成果の修得
につながる教育方法となっているか。

37
シラバスの「成績評価の方法・基準」に、複数の方法により評価
する場合にはその割合や、成績評価基準を明示しているか。

・シラバスについては、毎年、学長及び教務部長の連名においてシラバス作成の際の必須事項、留意事項を明示するとともに、各学
部によるシラバス点検を実施し、必須事項の明示や内容の充実に向けて取り組んでいる。
・また全学統一の授業評価アンケートにおいて、「シラバスに即した内容の授業が行われていたと思いますか」という設問を用意し、
授業内容・方法とシラバスとの整合性を確認している。

38

海外を含む他大学、短期大学、高等専門学校で修得した単位
の認定、ＴＯＥＩＣ等、または入学前の学習の単位認定を、適切
な手続きに従って、合計60単位以下で行っているか（編入学者
を除く）。

・東洋大学学則 学則において60単位まで認定できることを定めており、各学部教授会で審議の上で単位認定を行っている。

39
成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置を取ってい
るか。

・『履修要覧』
・「FD会合記録」

・学部の方針に基づいて、最高評価Ｓの割合を上限5％としている。全科目のＳ評価者の割合は年度末の教授会で明らかにされ、
ルールの遵守を促している。
・ゼミナールⅠと外国語科目は、担当者間で成績評価基準の統一化を図っている。
・学科会議において学生の学習状況について意見を交換し、またFD会議でも協議して、成績評価の客観性の徹底を図っているが、
Ｓ評価以外の評価方法やその検証に関する措置については検討中であり、今後の課題となっている。

B

40
卒業要件を明確にし、あらかじめ学生が知りうる状態にしている
か。

・履修要覧
卒業要件は、学部規程に規定し、履修要覧にて全学生に明示している。また、新入生には履修ガイダンスと併せて、履修指導を
行っており、卒業要件については十分に説明している。

41
ディプロマ・ポリシーと卒業要件が整合しており、ディプロマ・ポリ
シーに則って学位授与を行っているか。

42
学位授与にあたり、明確な責任体制のもと、明文化された手続
きに従って、学位を授与しているか。

○成績評価及び単位認定を適切に行うた
めの措置
・単位制度の趣旨に基づく単位認定
・既修得単位の適切な認定
・成績評価の客観性、厳格性を担保するた
めの措置
・卒業・修了要件の明示
・学位授与に係る責任体制及び手続の明
示
・適切な学位授与

○各学部において授業内外の学生の学習
を活性化し効果的に教育を行うための措
置

・各学位課程の特性に応じた単位の実質
化を図るための措置（１年間又は学期ごと
の履修登録単位数の上限設定等）

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、
学習成果の指標、授業内容及び方法、授
業計画、授業準備のための指示、成績評
価方法及び基準等の明示）及び実施（授
業内容とシラバスとの整合性の確保等）

・学生の主体的参加を促す授業形態、授
業内容及び授業方法

＜学士課程＞
・授業形態に配慮した１授業あたりの学生
数
・適切な履修指導の実施

・シラバスの作成依頼
・シラバスの点検資料、点検結果報告書
・「授業評価アンケート」資料

シラバスについては、毎年、学長及び教務部長の連名においてシラバス作成の際の必須事項、留意事項を明示するとともに、各学
部による全科目のシラバス点検を実施し、必須事項の明示や内容の充実に向けて取り組んでいる。
また全学統一の授業評価アンケートにおいて、「シラバスに即した内容の授業が行われていたと思いますか」という設問を用意し、授
業内容・方法とシラバスとの整合性を確認している。

・「授業評価アンケート実施のお願い」
・「授業評価アンケート結果」
・「教育改善レポート」（フォーム）
・ホームページ

・学部の方針に従って授業評価アンケートを毎年実施し、学生の学習効果を測定するとともに、各教員はアンケート結果等を参考
に、次年度の授業に対する改善点を「教育改善レポート」として提出している。
・｢教育改善レポート｣は、毎年、担当教員がその達成目標に照らした教育内容・方法に関するPDCAサイクルを確立することを目的と
している。すなわち、学生の要望、社会の要請等を授業内容・方法に積極的に取り込んで絶えず教育効果の向上に努め、自主的に
改善を継続していくことを目指している。
・特に学科会議と年2回のFD会合では、学科が主体となって学生の学習の活性化を図る措置等について協議している。
・学習の成果指標については、ワーキンググループを設けて経済学部のデータベースを用いた統計分析に着手したが、卒論提出率
とTOEIC成績の向上から、専門教育、語学教育ともにカリキュラム・ポリシーに従がった学習成果の習得に繋がっていると判断する。

A

・ホームページ
・学科　卒業要件
・「教授会議事録」

・卒業要件は、国際社会で活躍できる人材の養成という学科の理念・目的に即したディプロマ・ポリシーに従って設定され、適切に学
位授与を行っている。すなわち、卒業要件としては、国際経済関係を主とする専門科目と外国語科目を中心に定められた必要単位
をバランスよく取得することを学生に課している。また、卒業要件における第８セメスタ以降の所要修得単位数を６単位とすることによ
り、卒業論文、及びゼミナールⅣの履修率の向上を図っている。
・学位は学部・学科の方針に従って、学部長を責任者とする学科長会議、さらに教授会における卒業判定の審議・承認を経て授与
している。

A

６）成績評価、単位認定及
び学位授与を適切に行っ
ているか。

（４）教育課程・学習成果

５）学生の学習を活性化
し、効果的に教育を行うた
めの様々な措置を講じて
いるか。

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

43

【学科/学位レベル】
各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するため
に、学科として、学習成果を測るための評価指標（評価方法）を
開発・運用しているか。

44
学生の自己評価や、学部、学科の教育効果や就職先の評価、
卒業時アンケートなどを実施し、かつ活用しているか。

45
カリキュラム（教育課程・教育方法）の適切性を検証するため
に、定期的に点検・評価を実施しているか。また、何に基づき
（資料、情報などの根拠）点検・評価しているか。

46
上記の点検・評価結果をカリキュラムの改善に役立てているか。
（また、どのように役立てているか。具体例をもとに記載してくだ
さい）

47
授業内容・方法の工夫、改善に向けて、学内（高等教育推進セ
ンター）、学外のFDに係る研修会や機関などの取り組みを活用
し、組織的かつ積極的に取り組んでいるか。

・新任教員事前研修資料
・各年度「FD会合記録」
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

・新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の特別研究制度により、教員の資質
の向上を図っている。
・年2回、学部全体でFD会合を開き、全専任教員が参加し、種々のテーマについて報告・協議している。

A

「教授会議事録」、「在校生アンケート調査結
果」、「卒業生アンケート調査結果」 A

（４）教育課程・学習成果

７）学位授与方針に明示し
た学生の学習成果を適切
に把握及び評価している
か。

○各学位課程の分野の特性に応じた学習
成果を測定
するための指標の適切な設定
○学習成果を把握及び評価するための方
法の開発
≪学習成果の測定方法例≫
・アセスメント・テスト
・ルーブリックを活用した測定
・学習成果の測定を目的とした学生調査
・卒業生、就職先への意見聴取

８）教育課程及びその内
容、方法の適切性につい
て定期的に点検・評価を
行っているか。また、その
結果をもとに改善・向上に
向けた取り組みを行ってい
るか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・
評価
・学習成果の測定結果の適切な活用
○点検・評価結果に基づく改善・向上

・4年に1回のカリキュラム改訂の際に、学科長を責任者としカリキュラム委員を中心とするワーキングループを編制してカリキュラムの
適切性を点検し、それに基づいて見直すようにしている。この見直し作業は、改訂の3年前からスタートさせており、現在は2020年度
の改訂を目指して各講義担当者の意見の聴取を始めるとともに、上記の学習成果に関する諸指標の分析を開始している。
・2016カリにおいては、英語力強化が必要と考え3年次まで英語を必修とし、また、TOEICを原則として2年生にも全員受験させること
とした。専門科目においては、異文化理解の科目を導入するとともに、国際経済学を段階的に学習させるよう関連科目の配当年次
を見直した。

・「授業評価アンケート実施のお願い」
・「授業評価アンケート結果」
・「教育改善レポート」（フォーム）

・学習成果の指標としては、①毎年実施している授業評価アンケートの結果、②卒業論文の提出率、③TOEIC得点、④初習外国語
の資格試験受験者数、⑤留学者数を用いており、教育目標の専門性の高い経済学の素養、並びに外国語によるコミュニケーション
能力の水準の目安としている。
・上記の指標に、さらに新入生・在校生・卒業生アンケートの結果を補足的に用いて学科会議で点検・協議し、そこから浮かび上がる
問題点を年2回実施されるFD会合で協議している。
・毎年4月に、卒業生の就職状況と成績評価との相関関係をデータでチェックしている。
・経済学部のデータベースを活用した成績評価、就職状況、入試種別等の諸変数相互の関係を定量的に分析するワーキンググ
ループを発足させ、本格的な検討をスタートさせる予定である

A
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

48 アドミッション・ポリシーを設定しているか。 ・ホームページ 各学部、学科において、アドミッション・ポリシーを定めている。

49
アドミッションポリシーには、入学前の学習歴、学力水準、能力
等の求める学生像、入学希望者に求める水準等の判定方法を
示しているか。

・ホームページ
・「入試要項」
・学科　アドミッション・ポリシー

国内外で活躍しうる専門性を持つ教養人の養成を教育目標として掲げている本学科では、その目標に従って基礎学力と外国語能
力を重視するアドミッション・ポリシーを設定し、同時に、国語、数学、社会などの基礎教養に加えて特に国際コミュニケーションの柱
である英語力の優れた者を求めることを明示している。

A

50
受験生を含む社会一般が、アドミッション・ポリシーを、公的な刊
行物、ホームページ等によって知りうる状態にしているか。

・ホームページ 全学部・全学科において、大学ホームページにて公表している。

51
アドミッション・ポリシーに従って、入試方式や募集人員、選考方
法を設定しているか。

52
受験生に、入試方式別に、募集人員、選考方法を明示している
か。

53
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式の趣旨に適した
学生募集や、試験科目や選考方法の設定をしているか。

54
学生募集、入学者選抜を適切に行うために必要な体制を整備
しているか。また責任所在を明確にしているか。

・入学試験実施本部体制
学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制を構築して入学試験を適切に実施し
ている。

55
入学者選抜を行ううえで、障がいのある受験生に対し、障がい
のない学生と公平に判定するための機会を提供しているか。

学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制において、障がいのある受験生から
の申告を受ける環境を整えており、その後受験時には、障がいの状況に応じた試験環境（時間延長、支援者の介添、点字対応、特
別試験教室の用意など）を整えるなど、公平な受験機会を確保している。

56
学科における過去５年の入学定員に対する入学者数比率の平
均が0.90～1.25（※実験・実習系の学科は1.20）の範囲となって
いるか。

57
学科における収容定員に対する在籍学生数比率が0.90～1.25
（※実験・実習系の学科は1.20）の範囲となっているか。

58

編入学定員を設けている場合、編入学定員に対する在籍学生
数比率が0.7～1.29の範囲となっているか。また、編入学を「若
干名」で募集している場合、10名以上の学生を入学させていな
いか。

59
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式で、募集定員の
2倍以上の学生が入学していないか。

60
定員超過または未充足について、原因調査と改善方策の立案
を行っているか。

・「教授会議事録」
・学部執行部において、毎年度、前年度の入学者数策定について分析し、その結果を教授会で報告している。これまでのところ、原
因調査を必要とするような定員超過・未充足という事態は生じていない。 B

61 アドミッション・ポリシーの適切性を、恒常的に検証しているか。 ・なし 4年に1回のカリキュラム改訂の際に、各学部・学科の3つのポリシーも見直すことしている。

62
学生募集および入学者選抜の適切性を定期的に検証する組
織を常設して、定期的にその適切性と公平性についての検証
を行っているか。

・なし
年間を通して入試部が現状を分析し、翌年度入試に向けた検討事項を各学部に提案している。これに基づき、各学科入試委員を
中心とした各学部入試委員会で検討を行い、その検討結果を集約した上で、学長ならびに各学部長を主たる構成員とする全学入
試委員会で年2回の検討・決定を行っており、定期的な検証を行っている。

63
学生の受け入れの適切性を検証するにあたり、責任主体・組
織、権限、手続を明確にしているか。また、その検証プロセスを
適切に機能させ、改善につなげているか。

・「教授会議事録」

・学科長、学科入試委員が中心となって教務課と連携しながら学科会議ならびに学科長会議で協議・検討し、受け入れ案を策定し
ている。その策定案を教授会で審議し、承認を得るという手続きを経て、受入数等を決定している。これまでのところ、受け入れに関
する権限や手続きの検証を必要とするような事態は生じていない。
・本学科が重視している英語教育の充実と留学者の増加については、近年、TOEIC得点の上昇、留学希望者の増加という形で成果
が現れている。現在、入試のあり方とそれらの成果との関係についてデータを分析中であるが，英語重視入試の導入が一因となって
いることは確実である。

A

・「東洋大学入試情報」
・ホームページ
・「入試要項」

本学科では、学科の目標に従って基礎学力と外国語能力を重視するアドミッション・ポリシーを設定し、それに応じて次のような入試
方式、募集人員、選考方法を定めている。
・一般入試では、「基礎学習能力の保有者の選抜」という方針に則り、「3科目受験」を中心とし、一部に4科目と2科目の受験科目を
課している。
・3～4科目入試のなかに英語の配点を多くする「英語重視」入試を設けている。
・外国人留学生入試を実施し、多数の留学生を受けいれている。
・推薦入試では、「潜在能力、総合的な学習能力保有者の選抜」という方針に則り、面接・小論文、及び高校での成績・諸活動を評
価して選抜している。

A

3）適切な定員を設定して
学生の受け入れを行うとと
もに、在籍学生数を収容
定員に基づき適正に管理
しているか。

○入学定員及び収容定員の適切な設定と
在籍学生数の管理
＜学士課程＞
・入学定員に対する入学者数比率
・編入学定員に対する編入学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数の過剰又
は未充足に関する対応

定員管理については、平成27年度より収容定員の見直しを行い、適切な規模に応じて各学部・学科の定員を改正するとともに、毎
年の入学者数の策定においては、過年度データ等を活用しながら、受入者数の適正化に努めている。

４）学生の受け入れの適切
性について定期的に点
検・評価を行っているか。
また、その結果をもとに改
善・向上に向けた取り組み
を行っているか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・
評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

１） 学生の受け入れ方針を
定め、公表しているか。

○学位授与方針及び教育課程の編成・実
施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の
適切な設定及び公表
○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方
針の設定
・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求
める学生像
・入学希望者に求める水準等の判定方法

２）学生の受け入れ方針に
基づき、学生募集及び入
学者選抜の制度や運営体
制を適切に整備し、入学
者選抜を公正に実施して
いるか。

○学生の受け入れ方針に基づく学生募集
方法及び入学者選抜制度の適切な設定
○入試委員会等、責任所在を明確にした
入学者選抜実施のための体制の適切な整
備
○公正な入学者選抜の実施
○入学を希望する者への合理的な配慮に
基づく公平な入学者選抜の実施

（5）学生の受け入れ

※1と同様

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

64 教員の採用・昇格に関する審査基準を明確にしているか。
・「教員採用の基本方針」
・「教員資格審査基準」

全学の「教員採用の基本方針」及び「教員資格審査基準」を定めるとともに、各学部で、学長との協議の上、内規等を定めて基準を
明確にしている。

65
組織的な教育を実施するために、教員間の連携体制が取られ
ているか。

・なし 全学委員会のほか、学部内に各種委員会を設置して、組織的な連携体制と、責任の所在を明確にしている。

66
学科の目的を実現するために、教員組織の編制方針を明確に
しているか。

67
学部、各学科の個性、特色を発揮するために、契約制外国人
教員、任期制教員、非常勤講師などに関する方針を明確にして
いるか。

68
各教員の役割、教員間の連携のあり方、教育研究に係る責任
所在について、規程や方針等で明確にされているか。

69
学部、各学科に割り当てられた専任教員数（教員補充枠）を充
足しているか。

・教員組織表 充足結果については、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、学部より学長に報告を行っている。

70
学部、各学科において、専任教員数（助教除く）の半数は教授
となっているか。

71
学部として、～30、31～40、41～50、51～60、61歳以上の各年
代の比率が、著しく偏っていないか。

72 教員組織の編成方針に則って教員組織が編制されているか。

73
専任・非常勤を問わず、教員の科目担当について、教育研究
業績に基づいて担当の可否を判断しているか。

・なし
専任・非常勤を問わず、資格審査委員会及び教授会の審議の際には、担当予定科目を明示した上で担当予定科目に関連する教
歴、研究業績を基に審査することを前提としている。

74 教員の募集・採用・昇格に関する手続きを明確にしているか。

75
教員の募集・採用・昇格に際し、規程等に定めたルールが適切
に守られているか。

76
研究、社会貢献、管理業務に関して、教員の資質向上に向けた
取り組みをしているか。

77
教員の教育研究活動等の評価を、教育、研究、社会貢献、管
理業務などの多様性を踏まえて実施しているか。

78
教員活動評価等、教員の教育・研究・社会貢献活動の検証結
果を有効に活用し、教員組織の活性化に繋げているか。

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

・新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の特別研究制度により、教員の資質
の向上を図るとともに、学部独自の「教員活動評価」制度に従って全教員が教育・研究・社会貢献について自らチェックする態勢を
整えてきた。2017年度からは全学の教員総合評価に移行される予定である。
・これまでは、以上の検証結果はあくまでも個々の教員の「気づき」を促しきたが、組織的な活用については課題となっている。

A

５）教員組織の適切性につ
いて定期的に点検・評価
を行っているか。また、そ
の結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行って
いるか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・
評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

79
教員組織の適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権
限、手続を明確にしているか。また、その検証プロセスを適切に
機能させ、改善につなげているか。

・「教授会議事録」
・教員組織の適切性は、まず退職者の発生による新規採用の必要性が生じた際に、学科長が責任主体となって、カリキュラム・ポリ
シーとの関連を重視して検証し、それに基づいて新規採用につき学科会議で協議・決定し、教授会の承認を得ている。
・また、4年ごとのカリキュラムの改訂案が決定した後、教員組織との整合性を検証し、不備があれば、学科長を責任者として関連教
員と協議し、非常勤講師の採用もしくは退職者の補充人事にその検証結果を反映させる。

A

３）教員の募集、採用、昇
任等を適切に行っている
か。

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ご
との募集、採用、昇任等に関する基準及び
手続の設定と規程の整備
○規程に沿った教員の募集、採用、昇任
等の実施

・「職員の任免及び職務規則」
・「教員資格審査委員会規程」
・「教員人事補充事務手続き概略フロー」
・「大学専任教員採用の理事長面接の流れ」

「職員の任免及び職務規則」及び「教員資格審査委員会規程」に手続きは明確にされている。また、プロセスについても「教員人事
補充事務手続き概略フロー」及び「大学専任教員採用の理事長面接の流れ」に明示されている。
毎年度末に、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、当該年度の結果と次年度以降の計画を確認することで、各学部
の人事が、適切に行われるようにしている。

４）ファカルティ・ディベロッ
プメント（ＦＤ）活動を組織
的かつ多面的に実施し、
教員の資質向上及び教員
組織の改善・向上につな
げているか。

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活
動の組織的な実施
○教員の教育活動、研究活動、社会活動
等の評価とその結果の活用

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

高等教育推進センター主催による新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の特
別研究制度により、教員の資質の向上を図るとともに、平成28年度より「教員活動評価」制度を導入し、教員の教育・研究活動を中
心とした自己点検・評価を実施している。

２）教員組織の編制に関す
る方針に基づき、教育研
究活動を展開するため、
適切に教員組織を編制し
ているか。

○大学全体及び学部等ごとの専任教員数
○適切な教員組織編制のための措置
・教育上主要と認められる授業科目におけ
る専任教員（教授、准教授又は助教）の適
正な配置
・各学位課程の目的に即した教員配置（国
際性、男女比等も含む）
・教員の授業担当負担への適切な配慮
・バランスのとれた年齢構成に配慮した教
員配置
○学士課程における教養教育の運営体制

・「大学基礎データ」経済学部(Ｈ29.5.1)

・大学設置基準に示された専任教員を上回るよう常に努力をし、実際にも上回る教員が在籍している。
・学科の専任教員2１名中(助教を除く)、教授は13名で過半となっている。
・学科の年齢構成は下記のとおりである（かっこ内は学部全体）。各年代ごとに比較的バランス良く配置され、特定の年代への偏りは
見られていない。
　　  　～ 30歳：  0.0％(  0.0%)　　 31～ 40歳：13.6％(17.6%)
　　 41～ 50歳：31.8％(39.7%)　　51～ 60歳：22.7％(20.6%)
　　 61歳  ～   ：31.8％(22.1%)
・専任教員21名のうち、女性教員5名、外国人教員2名となっている。
・主要学科目は専任教員が担当し、その他周辺領域等の科目については必要に応じて兼任教員が担当している。

A

１）大学の理念・目的に基
づき、大学として求める教
員像や各学部･研究科等
の教員組織の編制に関す
る方針を明示しているか。

○大学として求める教員像の設定
・各学位課程における専門分野に関する
能力、教育に対する姿勢等
○各学部等の教員組織の編制に関する方
針
（各教員の役割、連携のあり方、教育研究
に係る責任所在の明確化等）の適切な明
示

・教員採用の基本方針
・東洋大学学則（入学・収容定員記載部分）
・講義要項
・平成29年度経済学部教員組織表
・契約制雇用契約書
・「教授会議事録」

　編制方針は明文化されていないが、学科長を責任主体として、次のような編制を図っている。
・新規採用に関しては、それぞれの分野・科目に関して非常に優れた研究業績と教育能力を有し、かつ教育に対する情熱を持つ者
を応募者のうちから採用し、年齢、性別、国籍を問わない、というのが本学科の方針である。
・主要学科目は専任教員が担当し、その他周辺領域等の科目について必要に応じて兼任教員が担当している。特に理論経済学、
国際経済学、国際地域研究ならびに外国語はできるだけ専任教員を充当するよう努めている。さらに、その他周辺領域等の科目に
ついて必要に応じて兼任教員が担当している。
・生きた英語を教育するため、可能な範囲で積極的に契約制外国人教員を採用している。契約制外国人は、経済学部としては国際
経済学科に所属することとし、1名当たり10コマ担当を上限として2名の契約制外国人教員を雇用している。
・任期制教員である助教については、マンパワー不足により専任教員の担当できない主要学科目や、主要科目との密接な連携を必
要とする科目の担当者として採用している。
・非常勤講師については、専任教員が対応できない特殊な領域、専任教員のマンパワーが不足する部分について雇用し、その際、
都度、厳格な資格審査を行っている。

（６）教員・教員組織

A

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

哲学教育 80 教育・研究活動の中で哲学教育を推進しているか。
・学科　教育課程表
・『2016年度経済学部自己点検報告書（データ
ブック）』

・本学独自の科目としては、「井上円了と東洋大学」単位を春秋各２単位ずつ開講し、学祖であり哲学者でもあった井上円了への理
解を深めることを目的としている。また、学科専門選択科目Bとして「経済哲学」を開講しているが、本科目は全国的にも珍しく本学部
の独自性と哲学との関連を強く示すと言えよう。
・本学の哲学教育の核心ともいうべき問題発見・解決能力の養成については、1～4年のゼミで各担当教員がそれぞれの立場から学
生に現実の経済問題に関して、経済学のフィロソフィーに即したレポートやディベートなど課題を与える形で実行しており、4年次の
卒業論文の作成はそうした学習の総仕上げと位置付けている。

A

国際化 81 教育・研究活動の中で国際化を推進しているか。

・『2016年度経済学部自己点検報告書（データ
ブック）』
・『経済学部　履修要覧　2017』
・英語で行う授業科目学長室調査（経済学部）お
よび、『シラバス』。

・１年次および２年次に語学系科目の必修単位数を他学科に比べ多く設定し、学生生活早期の段階から語学を通じたグローバル人
材としての成長への意識を高めるカリキュラム設計を行っている。
・｢英語科目」では、TOEIC-IPテストに基づく習熟度別クラス編成を通じて、学生のレベルに応じた教育内容の提示に努めている。ま
た、TOEICスコアや英語セミナー等による単位認定を実施している。さらに、「留学支援科目」であるSpecial Course in Advanced
TOEFL （SCAT)の履修を促している。
・｢初習外国語科目」（ドイツ語、フランス語、中国語）では、中国語・ドイツ語・フランス語検定試験の受験を奨励し、検定補助制度を
設け受験者の増大をはかっている。
・経済学部では、独仏・中国・米国各経済研修委員会を組織し、海外経済研修をドイツ・フランス、中国、アメリカで実施しており、現
地での実践的経験を生かして、学生はその後の語学・専門科目の学習へのモチベーションを高めている。なお、中国経済研修（「海
外経済研修Ⅰ」）、米国経済研修（「海外経済研修Ⅱ」） 、欧州経済研修(「海外経済研修Ⅲ」) の研修参加者は、所定の要件を満た
すことで、それぞれ専門・選択科目として2単位が修得可能である。
・専門科目においても、国際経済学科は早期の段階から授業の「英語化」に取り組んできている。2005年度以降「Multinational

CorporationsAB」、2010年度以降「経済時事英語AB」、2011年度より「アジア経済論B」、2013年度より「国際金融論B」と「国際経済
特講II」、「国際経済特講IV」とすでに6科目8コースの授業が英語で開講されている。今後、英語での授業科目が増えていく予定で
ある。
・研究においては、学部予算を措置し短期および長期海外研究を行っている。また、マールブルク大学およびストラスブール大学と
の共同プロジェクトを実施しており、交換研究員を送り出し、研究の相互交流を積極的に行っている。
・外国人留学生を積極的に受け入れている。

A

キャリア教育 82 教育・研究活動の中でキャリア教育を推進しているか。
・『2016年度経済学部自己点検報告書データ
ブック）』
・『経済学部　履修要覧　2017』

・学部としてキャリア形成支援委員会を組織し、学科ごとに大学の経費支援を受けて、各種活動を行っている。国際経済学科では、
早期からキャリアへの意識を高めるため、｢ゼミナールⅠ｣で講演会を年２回実施している。
・カリキュラムにおいては、キャリア形成支援科目を専門科目の枠内に設置し、｢インターンシップ｣、｢公務員試験対策講座｣を設ける
だけでなく、キャリア形成に深く関わる専門科目も支援科目内に明示し、学生に履修を促している。

A

2）学部・学科独自の評価
項目①

卒業論文提出率の向上 83 卒業論文提出率

・『2016年度経済学部自己点検報告書データ
ブック）』
・『経済学部　履修要覧　2017』
・「教授会議事録」

・4年間の勉学の総括、とりわけ本学が重視する問題発見・解決能力の育成教育の成果を示す指標として、卒業論文の提出に力を
注いでいる。
・ゼミ担当教員による献身的な指導はもとより、制度面でも4年次秋学期に専門科目の履修を義務づけるほか、優秀な卒業論文提出
学生を卒業式に表彰するなど、学生が専門選択科目の卒業論文の作成にチャレンジするインセンティブを増幅させている。
・卒論提出率（提出者/在籍者数）は、2011年度に24.7％まで落ち込んだが、以後上昇を続け、2016年度は47.9％となっている。

A

3）学部・学科独自の評価
項目②

留学生教育の充実 84
留学生に対する日本語教育の強化、ならびに日本人学生との
交流の拡大

・『経済学部　履修要覧　2017』

留学生を多く受け入れるようになったことに伴い、留学生の学力向上、留学生と日本人学生との交流機会を拡大する必要性が大きく
なった。そこで下記のような対応策を実施している。
・ゼミナールⅠのクラス編成では、留学生ができるだけ各クラス均等になるように努めている。
・留学生には日本語の授業を必修語学科目に指定している（2016年度より実施）。
・留学生が大学生活に馴染み，適切な学習環境を形作ることができるように、留学生同士の交流会を学科教員が中心となって年1回
実施してきた。2016年度より、留学生同士の交流をより促進するために交流会に大学院（経済学研究科）の留学生も参加できるよう
にし，また交流会では日本人学生との交流も深められるように、交流会の内容を一新している。

A

（11）その他

１）大学が推進している3つ
の柱を基盤とした教育・研
究活動を行っているか。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

※
1

学部、学科ごとに、人材養成に関する目的その
他教育研究上の目的を、学則またはこれに準ず
る規程等に定めているか。

2
学部、各学科の目的は、高等教育機関として大
学が追求すべき目的（教育基本法、学校教育法
参照）と整合しているか。

3
学部、各学科の目的は、建学の精神や大学の
理念との関係性や、目指すべき方向性、達成す
べき成果などを明らかにしているか。

4
学部、各学科の目的は、これまでの実績や現在
の人的・物的・資金的資源からみて、適切なもの
となっているか。

5
教職員・学生が、学部、各学科の目的を、公的
な刊行物、ホームページ等によって知りうる状態
にしているか。

6
学部、各学科の目的の周知方法の有効性につ
いて、構成員の意識調査等による定期的な検証
や、検証結果を踏まえた改善を行っているか。

○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサ
イト等による大学の理念・目的、学部の目的等の
周知及び公表

7
受験生を含む社会一般が、学部、学科の目的
を、公的な刊行物、ホームページ等によって知り
うる状態にしているか。

8
大学の理念・目的を踏まえ、各学科における目
的等を実現していくため、将来を見据えた中・長
期の計画その他の諸施策を設定しているか。

・経済学部総合政策学科　中長期計
画
・中長期計画フィードバックコメント
・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

平成29年度より全学的な方針の下、各学科の中長期計画を策定し、平成35年度までの到達目標
とその計画を明確に定めている。
また、学長施策である「教育活動改革支援予算」により、理念目的の実現に向けた教育プログラム
の企画と実行を進めている。

9

各学科の中・長期計画その他の諸施策の計画
は適切に実行されているか。実行責任体制及び
検証プロセスを明確にし、適切に機能している
か。また、理念・目的等の実現に繋がっている
か。

・経済学部総合政策学科　中長期計
画
・学科会議資料

学科で作成した中長期計画をもとに、政策提言力とリーダーシップを兼ね備えた人材の輩出に向
けた教育プログラムの企画と実行を進めている。進行状況は適宜学科会議において報告されて
いる。 A

中長期計画実行状況については、今後は学科会議
で少なくとも年に一度は問題点、課題の検討を行
い、改善を図るようにしたい。

10
学部、各学科の目的の適切性を、定期的に検証
しているか。

・なし
学科長、学科のカリキュラム委員を中心として4年毎のカリキュラム改訂に際して学科の教育研究
上の目的も学科会議で検証している。 A

今後は学科会議で少なくとも年に一度は問題点、課
題の振り返りを行い、カリキュラム改定時の目的の改
善につなげるるようにしたい。

11

理念・目的の適切性を検証するにあたり、責任
主体・組織、権限、手続を明確にしているか。ま
た、その検証プロセスを適切に機能させている
か。

・学科会議資料
・教授会議事録

学科長による指導のもと、必要に応じて時限的なワーキング・グループを組織して検討案を作成
し、学科会議において最終的に議論するという組織・手続きを確立している。 A

２）大学の理念・目的及び
学部・研究科の目的を学
則又はこれに準ずる規則
等に適切に明示し、教職
員及び学生に周知し、社
会に対して公表している
か。

○学部、学科又は課程ごとに設定する人材育成
その他の教育研究上の目的の適切な明示

・履修要覧
・ホームページ

各学部・学科において、「教育研究上の目的」を、「履修要覧」及びホームページにて公表してい
る。

１）大学の理念・目的を適
切に設定しているか。ま
た、それを踏まえ、学部・
研究科の目的を適切に設
定しているか。

○学部、学科又は課程ごとに設定する人材育成
その他の教育研究上の目的の設定とその内容
○大学の理念・目的と学部・学科の目的の連関
性

・「全学部規程」 各学部、学科において、「教育研究上の目的」を、学部規程に適切に定めている。

（１）理念・目的

３）大学の理念・目的、各
学部･研究科における目的
等を実現していくため、大
学として将来を見据えた
中・長期の計画その他の
諸施策を設定しているか。

○将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施
策の設定

４）大学・学部・研究科等の
理念・目的の適切性につ
いて定期的に検証を行っ
ているか。

※1.当該項目については、平成23～25年度の自己点検・評価及び平成26年

度の認証評価の結果から、大学全体及び各学部・学科の現状には大きな問題

がないことと、第３期認証評価の評価項目を踏まえ、点検評価項目の見直しを

図ったが、この項目における影響はないと判断し、毎年の自己点検・評価は実

施しないこととする。（平成29年9月14日、自己点検・評価活動推進委員会承

認）。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

12 教育目標を明示しているか。 ・「全学部規程」 各学部、学科において、「教育研究上の目的」を学部規程に適切に定めている。

13
ディプロマ・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行
物、ホームページ等によって知りうる状態にして
おり、かつ、その周知方法が有効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

各学部、学科において、ディプロマ・ポリシーを定め、ホームページにて公表している。

14
教育目標とディプロマ・ポリシーは整合している
か。

15
ディプロマ・ポリシーには、学生が修得することが
求められる知識、技能、態度等、当該学位にふ
さわしい学習成果が明示されているか。

16
カリキュラム・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行
物、ホームページ等によって知りうる状態にして
おり、かつ、その周知方法が有効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

各学部、学科において、カリキュラム・ポリシーを定め、ホームページにて公表している。

17

カリキュラム・ポリシーには、教育課程の体系性
や教育内容、科目区分、授業形態等を明示し、
学科のカリキュラムを編成するうえで重要かつ具
体的な方針が示されているか。

○教育課程の編成・実施方針と学位授与方針と
の適切な連関性

18
カリキュラム・ポリシーは、教育目標やディプロ
マ・ポリシーと整合しているか。

19
教育課程は、授業科目の順次性に配慮して、各
年次に体系的に配置されているか。

20
各授業科目の単位数及び時間数は、大学設置
基準及び学則に則り適切に設定されているか。

21
授業科目の位置づけ（必修、選択等）に極端な
偏りがなく、教育目標等を達成するうえで必要な
授業科目がバランスよく編成されているか。

22
専門教育への導入に関する配慮（初年次教育、
導入教育の実施等）を行っているか。

23
教養教育、専門教育の位置づけを明らかにして
いるか。卒業、履修の要件は適切にバランスよく
設定されているか。

24
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する
学習成果の修得につながる教育課程となってい
るか。

25

学科の人材養成の目的に即した、社会的及び
職業的自立を図るために、キャリア教育等必要
な教育を正課内に適切に配置しているか。また
必要な正課外教育が適切に施されているか。

26
教育目標に照らした諸資格の取得、その他必要
な知識・技能を測る試験の受験に係る指導や支
援環境が整っているか。

27

学生の社会的及び職業的自立を図るために必
要な能力の育成に向けて、学科内の学生への
指導体制は適切であるか。また、学内の関係組
織等の連携体制は明確に教職員で共有され、
機能しているか。

・履修要覧
・ホームページなど

2年次～4年次の専門ゼミナールを必修にすることにより、学科のすべての学生に対しきめ細かな
教育を行っている。また、学科OBを呼んでのキャリアセミナーを毎年開催するなど、実践的な指
導を行っている。関係組織との連携体制については強化を図る余地はある。

B 学内の関係組織との連携強化を図る 随時

28
教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラ
ム・ポリシーの適切性を定期的に検証している
か。

29

教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラ
ム・ポリシーの適切性を検証するにあたり、責任
主体・組織、権限・手続を明確にしているか。ま
た、その検証プロセスを適切に機能させ、改善
に繋げているか。

総合政策学科のカリキュラムポリシーでは、「複雑な現実社会を対象として実践的に役立つ政策
提言能力を短期間で確実に修得する。このために、効率的な学習を可能とする体系的なカリキュ
ラムを編成する。」と掲げており、教育目標、ディプロマ・ポリシーは整合している。また、カリキュラ
ム・ポリシーでは「1. 修得すべき能力に基づく編成　発見・着眼力／情報・知識力／分析・考察力
／発信・実践力という能力をバランス良く修得できる、2. 学習段階に基づく編成　基礎／応用／
発展という学習段階に応じて能力を向上できる、3. 政策分野に基づく編成　地域・公共／生活・
労働／環境・情報という政策分野ごとにまとまった見識を深めることができる」と教育課程の体系
性や具体的方針も明示されている。2016年度から始まったカリキュラムにおいては教育の科目区
分も明確になった。

A

次のカリキュラム改定へ向けてディプロマポリシーだ
けでなく、３つのポリシー全体を見直すチェック作業
を開始し用としている段階である。学科長、カリキュラ
ム委員を中心に問題点、課題を整理してたたき台を
作り、学科会議で協議し作業を進める予定である。

・履修要覧
・ホームページ

教育課程は体系的に配置されている。１年次のカリキュラムは、必修科目を多くして土台となる基
礎を固める工夫を施してある。２年次から４年次のカリキュラムは、上述の５つの専門分野に関して
学生の関心・興味に応じて適切な授業科目を選択しながら履修できるようになっている。そして、
最終的には、自分なりの問題意識に基づいて現実社会を分析して、卒業論文あるいは政策提言
をまとめ上げることが予定されなっている。各科目の単位数及び時間数は適切に設定されてい
る。授業科目の位置づけについてもバランスよく編成されている。

A

・履修要覧
・ホームページ
・カリキュラムポリシー

専門教育への導入は、同一科目内での初級―中級ー上級という配慮と、科目を超えた基礎―応
用ー発展という配慮が求められる。当学科はこの二つの観点からカリキュラムを編成し、教育を実
践している。教養教育と専門教育の位置づけは教育課程表及びカリキュラムマップで明らかにし
ている。カリキュラムポリシーに沿った教育課程を設計・運営しており、卒業履修の要件について
もバランス良く設定されている。

A

・履修要覧
・ホームページ

・履修要覧
・ホームページ

総合政策学科はディプロマポリシーで、「最終的に「自ら考え、行動し、現実社会に貢献する政策
提言能力を備えた人間」を社会に輩出する。」と掲げており、「日本の現実の社会・経済が抱える
問題と課題に立ち向かうため、自ら問題を掘り下げ、自分自身の手で政策と企画を描いて提案で
きる力を身につけ、新しい社会・経済をデザインする人材を育成します。」と掲げる総合政策学科
の教育目標はディプロマポリシーと整合している。
ディプロマポリシーには、「1. 発見・着眼力　現実社会における本質的な問題を見抜き、課題を発
見する力、2. 情報・知識力　情報を収集・蓄積して、知識として活用する力、3. 分析・考察力　検
討材料に基づいて論理的に思考し、より確実な事実をつかみ出す力、4. 提言・実践力　様々な
思想･背景を持つ他者と意見を交換し、協力し、実際に行動する力」を具体的に挙げており、修得
すべき学習成果が明示されている。

A

次のカリキュラム改定へ向けてディプロマポリシーだ
けでなく、３つのポリシー全体を見直すチェック作業
を開始しようとしている段階である。学科長、カリキュ
ラム委員を中心に問題点、課題を整理してたたき台
を作り、学科会議で協議し作業を進める予定である。

・カリキュラム委員会報告書
・『データブック』

4年に1回のカリキュラム改訂の際に、各学部・学科の教育研究上の目的や3つのポリシーを、学
科長を含むカリキュラム委員会が主体になって、学科会議において協議し見直すことしている。
学科会議において学科長が主体となって適宜検証し、改善につなげている。

A

カリキュラム改訂や検証作業は全学カリキュラム委員
からの大きな枠組みを受けて各学科のカリキュラム委
員を中心に、学科会議を経て行っている。また全学
の指示がなくとも適宜必要な場合は学科会議でカリ
キュラム改訂について議論できるよう機会を設けてい
る。

１）授与する学位ごとに、学
位授与方針を定め、公表
しているか。

○課程修了にあたって、学生が修得することが求
められる知識、技能、態度等、当該学位にふさわ
しい学習成果を明示した学位授与方針の適切な
設定及び公表

２）授与する学位ごとに、教
育課程の編成・実施方針
を定め、公表しているか。

○下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針
の設定
及び公表
・教育課程の体系、教育内容
・教育課程を構成する授業科目区分、授業形態
等

３）教育課程の編成・実施
方針に基づき、各学位課
程にふさわしい授業科目
を開設し、教育課程を体系
的に編成しているか。

○各学部において適切に教育課程を編成するた
めの措置

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合
性
・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系
性への配慮
・単位制度の趣旨に沿った単位の設定
・個々の授業科目の内容及び方法
・授業科目の位置づけ（必修、選択等）
・各学位課程にふさわしい教育内容の設定
（＜学士課程＞初年次教育、高大接続への配
慮、教養教育と専門教育の適切な配置等）

○学生の社会的及び職業的自立を図るために必
要な能力を育成する教育の適切な実施

（４）教育課程・学習成果

・履修要覧
・ホームページ

キャリア形成支援科目を多数配置している。資格の取得については履修要覧等で明らかにして
いる。ニュース検定やTOEICなどの受験の機会を学部全体として提供している。 A

４）教育目標、学位授与方
針及び教育課程編成実施
方針の適切性について定
期的に検証を行っている
か。

※1と同様

※1と同様



4

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

30
単位の実質化を図るため、1年間の履修登録科
目の上限を50単位未満に設定しているか（最終
年次、編入学学生等も含む）。

・履修要覧
全学部・学科において、1年間の履修登録科目の上限を、50単位未満に設定し、学部規程に規
定している（卒業要件外の科目を除く）。

31
シラバスに、講義の目的・内容、到達目標（学習
成果）、講義スケジュール（各回の授業内容）を、
具体的に記載しているか。

32
授業内容・授業方法がシラバスに則って行われ
ているか。

33
学生の主体的参加を促すための配慮（学生数、
施設・設備の利用など）を行っているか。

・履修要覧
ゼミナールII～IVが必修、リーダーシップ論の科目を2016カリキュラムから導入、などアクティブ
ラーニングを学科として積極的に進めている。 A

34
履修指導の機会、オフィスアワーなど、学生が学
修に係る相談を受けやすい環境が整っている
か。また、その指導体制は適切であるか。

・ホームページなど

新入生に対しては、年度初頭に学科説明会を開くとともに、希望者に対しては個別の履修指導を
実施している。
特に1年次の秋学期に2年以降のゼミ選択のために、ゼミナール説明会を開催するほか、ゼミ紹
介の印刷物を配布し、さらにゼミ見学・相談会も実施している。
年度初頭に、単位僅少者に履修指導を実施していいる。
オフィスアワーは全専任教員がホームぺーｼﾞ等で公開し、研究室ドアに明示しているている。

A

35
学生の学習を活性化し、教育の質的転換を実現
するために、学科が主体的かつ組織的に取り組
んでいるか。

36
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する
学習成果の修得につながる教育方法となってい
るか。

37
シラバスの「成績評価の方法・基準」に、複数の
方法により評価する場合にはその割合や、成績
評価基準を明示しているか。

・ホームページなど

シラバスについては、毎年、学長及び教務部長の連名においてシラバス作成の際の必須事項、
留意事項を明示するとともに、各学部によるシラバス点検を実施し、必須事項の明示や内容の充
実に向けて取り組んでいる。
また全学統一の授業評価アンケートにおいて、「シラバスに即した内容の授業が行われていたと
思いますか」という設問を用意し、授業内容・方法とシラバスとの整合性を確認している。

38

海外を含む他大学、短期大学、高等専門学校
で修得した単位の認定、ＴＯＥＩＣ等、または入学
前の学習の単位認定を、適切な手続きに従っ
て、合計60単位以下で行っているか（編入学者
を除く）。

・東洋大学学則
学則において60単位まで認定できることを定めており、各学部教授会で審議の上で単位認定を
行っている。

39
成績評価の客観性、厳格性を担保するための
措置を取っているか。

・『履修要覧』
・「FD会合記録」
・「教授会議事録」

学部の方針に基づいて、最高評価Ｓの割合を上位5％としている。全科目のＳ評価者の割合は年
度末の教授会で明らかにされ、ルールの遵守を促している。
ゼミナールⅠと外国語科目は、担当者間で成績評価基準の統一化を図っている。
学科会議において学生の学習状況について意見を交換し、またFD会議でも協議して、成績評価
の客観性の徹底を図っているが、Ｓ評価以外の評価方法やその検証に関する措置については検
討中であり、今後の課題となっている。

B Ｓ評価以外の評価方法やその検証に関する措置に
ついては検討中であり、今後の課題となっている。

40
卒業要件を明確にし、あらかじめ学生が知りうる
状態にしているか。

・履修要覧
卒業要件は、学部規程に規定し、履修要覧にて全学生に明示している。また、新入生には履修
ガイダンスと併せて、履修指導を行っており、卒業要件については十分に説明している。

41
ディプロマ・ポリシーと卒業要件が整合しており、
ディプロマ・ポリシーに則って学位授与を行って
いるか。

42
学位授与にあたり、明確な責任体制のもと、明文
化された手続きに従って、学位を授与している
か。

○成績評価及び単位認定を適切に行うための措
置
・単位制度の趣旨に基づく単位認定
・既修得単位の適切な認定
・成績評価の客観性、厳格性を担保するための
措置
・卒業・修了要件の明示
・学位授与に係る責任体制及び手続の明示
・適切な学位授与

○各学部において授業内外の学生の学習を活
性化し効果的に教育を行うための措置

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図
るための措置（１年間又は学期ごとの履修登録単
位数の上限設定等）

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習
成果の指標、授業内容及び方法、授業計画、授
業準備のための指示、成績評価方法及び基準等
の明示）及び実施（授業内容とシラバスとの整合
性の確保等）

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容
及び授業方法

＜学士課程＞
・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数
・適切な履修指導の実施

・シラバスの作成依頼
・シラバスの点検資料、点検結果報告
書
・「授業評価アンケート」資料

シラバスについては、毎年、学長及び教務部長の連名においてシラバス作成の際の必須事項、
留意事項を明示するとともに、各学部による全科目のシラバス点検を実施し、必須事項の明示や
内容の充実に向けて取り組んでいる。
また全学統一の授業評価アンケートにおいて、「シラバスに即した内容の授業が行われていたと
思いますか」という設問を用意し、授業内容・方法とシラバスとの整合性を確認している。

・履修要覧
・ホームページ
・学科会議資料

総合政策学科では、1年次は初年次教育ゼミ、2年次から4年次まで必修でゼミに所属し、少人数
教育を受けることができるようになっている。培った能力は、3年次より履修可能な政策提言や4年
次からの卒業論文指導などにより目標に沿ったものかを検証する。また、政策提言発表会を行う
など学科長を中心に常に新しい取り組みを行っている。

A

・ディプロマ・ポリシー
・卒業要件

学部学科の方針に従って学位を授与している。2016年度カリキュラムの策定に当たってはディプ
ロマ・ポリシーにより沿ったものになるよう慎重に検討を重ねた。 A

次のカリキュラム改定へ向けてディプロマポリシーだ
けでなく、３つのポリシー全体を見直すチェック作業
を開始し用としている段階である。学科長、カリキュラ
ム委員を中心に問題点、課題を整理してたたき台を
作り、学科会議で協議し作業を進める予定である。

６）成績評価、単位認定及
び学位授与を適切に行っ
ているか。

（４）教育課程・学習成果

５）学生の学習を活性化
し、効果的に教育を行うた
めの様々な措置を講じて
いるか。

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

43

【学科/学位レベル】
各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を
測定するために、学科として、学習成果を測るた
めの評価指標（評価方法）を開発・運用している
か。

44
学生の自己評価や、学部、学科の教育効果や
就職先の評価、卒業時アンケートなどを実施し、
かつ活用しているか。

45

カリキュラム（教育課程・教育方法）の適切性を
検証するために、定期的に点検・評価を実施し
ているか。また、何に基づき（資料、情報などの
根拠）点検・評価しているか。

46
上記の点検・評価結果をカリキュラムの改善に役
立てているか。（また、どのように役立てている
か。具体例をもとに記載してください）

47

授業内容・方法の工夫、改善に向けて、学内
（高等教育推進センター）、学外のFDに係る研
修会や機関などの取り組みを活用し、組織的か
つ積極的に取り組んでいるか。

・FD報告書
学部全体として年2回FD会合を行っている。うち1回は学科内のFD会合である。学外の催しにつ
いては適宜希望者を募っている。 A

・学科会議資料
・履修要覧
・経済学部就活データベース

4年に一度のカリキュラム改訂時に、学科所属のカリキュラム委員を中心に、各講義担当者や教
務課からの意見を受けて、点検・評価を行っている。どのような科目に学生のニーズが集中してい
るか、などを履修者数から判断したり、他大学や社会の動向からどの科目が必要かについてデー
タ入手時に学科会議で議論を行い、改訂準備の積み重ねを行っている。
上記の経済学部就活データベースは構築されたばかりであるためまだ分析作業は始まっていな
いが、2018年度にはカリキュラムなどについても問題提起を行いたい。その結果に基づき、次の
カリキュラム改訂に向け、更なる点検・評価、また改善を行う予定である。

A
学部や学科で経済学部就活データベース等のデー
タ分析を行い、役立つ情報をさらに追加し、次のカリ
キュラム改訂につなげていきたい。

（４）教育課程・学習成果

７）学位授与方針に明示し
た学生の学習成果を適切
に把握及び評価している
か。

○各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を
測定
するための指標の適切な設定
○学習成果を把握及び評価するための方法の開
発
≪学習成果の測定方法例≫
・アセスメント・テスト
・ルーブリックを活用した測定
・学習成果の測定を目的とした学生調査
・卒業生、就職先への意見聴取

８）教育課程及びその内
容、方法の適切性につい
て定期的に点検・評価を
行っているか。また、その
結果をもとに改善・向上に
向けた取り組みを行ってい
るか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
・学習成果の測定結果の適切な活用
○点検・評価結果に基づく改善・向上

・卒論提出率
・就職者率
・在学生アンケート
・卒業時アンケート
・経済学部就活データベース

経済学部では全学での実施の授業評価アンケートに先駆けて学生に授業に対するアンケートを
実施し、その中で学生自身に自分の学習に対する評価を問う取り組みを実施してきた。授業改善
レポートは教員全員に課しており、各自が年度末に自身の科目について振り返るきっかけになっ
ている。
就職キャリア委員会主導で進めてきた経済学部就活データベース（2013年入学の約850名の学
生についての入試区分、GPA、必修科目の成績、TOEIC等の成績、PROGテストの点数、ゼミ参
加状況、卒論・留学の経験、就職の内定状況、内定時期、職種、内定先の概要などの属性デー
タ）が2017年9月にまとまり、学生のGPAと就職、各コースとの就職など様々な切り口から、今後、
学習成果の測定を行う予定である。個々の科目特性が異なる中、学科全体として学習成果を図る
ための評価指標を開発すること自体が適切なのかどうか議論が必要である。
新入生・卒業生アンケートを実施し、その結果を学科会議で点検・協議している。学生アンケート
については、在校生アンケートの回答率が卒業時アンケートと比べて著しく低いため、改善の余
地がある。

B

３つのポリシー改訂にともない、定例の学科会議にお
いて適切な評価指標を検討した上で作成する予定
である。学科全体としての評価方法の開発について
は慎重な議論が必要である。
卒業時だけではなく、卒業後の学生に対するアン
ケートなども一つの方法としては考えられる。また、在
校生アンケートの回答率を上げるようゼミナールを通
じての指導をすることが考えられる。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント
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48 アドミッション・ポリシーを設定しているか。 ・ホームページ 各学部、学科において、アドミッション・ポリシーを定めている。

49
アドミッションポリシーには、入学前の学習歴、学
力水準、能力等の求める学生像、入学希望者に
求める水準等の判定方法を示しているか。

・学科　アドミッション・ポリシー
・入試要項

総合政策学科ではアドミッションポリシーで「1. 現実社会に幅広く関心を持ち、積極的に関与し、
より良くしたいという熱意を持つ、2. 自分とは異なる他者を理解し、受け容れ、協力する度量を持
つ、3. 将来を見据えて確実に成長するために、地道に努力を積み重ねる粘り強さを持つ、4. 当
学科の教育理念に共感し、その目指す人物像に近づきたいという意欲を持つ」者を求めているこ
とを明記している。その判断の詳細は推薦入試については入試要項に記載があり、一般入試に
ついては入学試験の結果を内部で厳正に吟味し判定をしている。

A

入学時前に修得すべき知識として情報を得て多くの
事に関心を持ってもらうよう入学者に事前教育を進め
る。また学科としての推薦図書など総合政策学科Ｗ
ＥＢサイトで示すなどしたい。

50
受験生を含む社会一般が、アドミッション・ポリ
シーを、公的な刊行物、ホームページ等によっ
て知りうる状態にしているか。

・ホームページ 全学部・全学科において、大学ホームページにて公表している。

51
アドミッション・ポリシーに従って、入試方式や募
集人員、選考方法を設定しているか。

52
受験生に、入試方式別に、募集人員、選考方法
を明示しているか。

53
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式
の趣旨に適した学生募集や、試験科目や選考
方法の設定をしているか。

54
学生募集、入学者選抜を適切に行うために必要
な体制を整備しているか。また責任所在を明確
にしているか。

・入学試験実施本部体制
学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制を
構築して入学試験を適切に実施している。

55
入学者選抜を行ううえで、障がいのある受験生
に対し、障がいのない学生と公平に判定するた
めの機会を提供しているか。

学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制に
おいて、障がいのある受験生からの申告を受ける環境を整えており、その後受験時には、障がい
の状況に応じた試験環境（時間延長、支援者の介添、点字対応、特別試験教室の用意など）を
整えるなど、公平な受験機会を確保している。

56
学科における過去５年の入学定員に対する入学
者数比率の平均が0.90～1.25（※実験・実習系
の学科は1.20）の範囲となっているか。

57
学科における収容定員に対する在籍学生数比
率が0.90～1.25（※実験・実習系の学科は1.20）
の範囲となっているか。

58

編入学定員を設けている場合、編入学定員に対
する在籍学生数比率が0.7～1.29の範囲となっ
ているか。また、編入学を「若干名」で募集して
いる場合、10名以上の学生を入学させていない
か。

59
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式
で、募集定員の2倍以上の学生が入学していな
いか。

60
定員超過または未充足について、原因調査と改
善方策の立案を行っているか。

・教授会議事録
定員超過を起こさないように配慮した入試策定を毎年行っている。未充足はこれまで起こしてい
ないが、定員超過の場合はその原因を検討し翌年の入試で抑制を図っている。 A

学科長、学科入試委員を中心に入試課と他大学の
入試結果などについて協議し、情報収集を行って次
年度に適切な定員確保となるよう努力している。

61
アドミッション・ポリシーの適切性を、恒常的に検
証しているか。

・なし 4年に1回のカリキュラム改訂の際に、各学部・学科の3つのポリシーも見直すことしている。

62
学生募集および入学者選抜の適切性を定期的
に検証する組織を常設して、定期的にその適切
性と公平性についての検証を行っているか。

・なし

年間を通して入試部が現状を分析し、翌年度入試に向けた検討事項を各学部に提案している。
これに基づき、各学科入試委員を中心とした各学部入試委員会で検討を行い、その検討結果を
集約した上で、学長ならびに各学部長を主たる構成員とする全学入試委員会で年2回の検討・決
定を行っており、定期的な検証を行っている。

63

学生の受け入れの適切性を検証するにあたり、
責任主体・組織、権限、手続を明確にしている
か。また、その検証プロセスを適切に機能させ、
改善につなげているか。

・学科会議資料など
学科長が主導し、入試前年度の学科会議を通じて、入試方法の見直しを検討、全体的かつ最終
的に意思決定することが制度的に確立されており、問題なく機能している。さらなる改善のために
学科内で時限的なワーキンググループを設置して議論する体制をも構築している。

A

入試課との協議をし、新たな入試方式の導入を検討
したり、現行の入試方式の募集定員を再検討したり
するべく、学科長、学科内入試委員を中心に改訂案
を作成し、具体的にどうするか学科会議で議論をし
て毎年の入試後に翌年の改善につなげている。

・学科　アドミッション・ポリシー
・入試要項

入試方式や募集人員、選考方法は、おおむねアドミッション・ポリシーに従って設定している。
総合政策学科のアドミッションポリシーを活かすため、他学科ではないAO推薦入試を実施してい
る点は大きな特徴である。
募集人員・選考方法を入試要項において明示している。
推薦入試では基礎学力に合わせて個性を尊重する方針の下に、書類選考と面接試験を実施し
ている。
一般入試では基礎学力を有する学生を受け入れる方針の下に経済学を学ぶために必要な学力
が測れるよう試験科目を設定している。

A
アドミッションポリシーの適切な設定を検証するため、
学生の授業評価アンケートやGPAの分析などを検証
し、学科会議で議論をすすめたい。

3）適切な定員を設定して
学生の受け入れを行うとと
もに、在籍学生数を収容
定員に基づき適正に管理
しているか。

○入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍
学生数の管理
＜学士課程＞
・入学定員に対する入学者数比率
・編入学定員に対する編入学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充
足に関する対応

定員管理については、平成27年度より収容定員の見直しを行い、適切な規模に応じて各学部・
学科の定員を改正するとともに、毎年の入学者数の策定においては、過年度データ等を活用し
ながら、受入者数の適正化に努めている。

４）学生の受け入れの適切
性について定期的に点
検・評価を行っているか。
また、その結果をもとに改
善・向上に向けた取り組み
を行っているか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

１） 学生の受け入れ方針を
定め、公表しているか。

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針
を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設定及
び公表
○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設
定
・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める
学生像
・入学希望者に求める水準等の判定方法

２）学生の受け入れ方針に
基づき、学生募集及び入
学者選抜の制度や運営体
制を適切に整備し、入学
者選抜を公正に実施して
いるか。

○学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及
び入学者選抜制度の適切な設定
○入試委員会等、責任所在を明確にした入学者
選抜実施のための体制の適切な整備
○公正な入学者選抜の実施
○入学を希望する者への合理的な配慮に基づく
公平な入学者選抜の実施

（5）学生の受け入れ

※1と同様

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

64
教員の採用・昇格に関する審査基準を明確にし
ているか。

・「教員採用の基本方針」
・「教員資格審査基準」

全学の「教員採用の基本方針」及び「教員資格審査基準」を定めるとともに、各学部で、学長との
協議の上、内規等を定めて基準を明確にしている。

65
組織的な教育を実施するために、教員間の連携
体制が取られているか。

・なし
全学委員会のほか、学部内に各種委員会を設置して、組織的な連携体制と、責任の所在を明確
にしている。

66
学科の目的を実現するために、教員組織の編制
方針を明確にしているか。

67
学部、各学科の個性、特色を発揮するために、
契約制外国人教員、任期制教員、非常勤講師
などに関する方針を明確にしているか。

68
各教員の役割、教員間の連携のあり方、教育研
究に係る責任所在について、規程や方針等で
明確にされているか。

69
学部、各学科に割り当てられた専任教員数（教
員補充枠）を充足しているか。

・教員組織表
充足結果については、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、学部より学長に報
告を行っている。

70
学部、各学科において、専任教員数（助教除く）
の半数は教授となっているか。

71
学部として、～30、31～40、41～50、51～60、61
歳以上の各年代の比率が、著しく偏っていない
か。

72
教員組織の編成方針に則って教員組織が編制
されているか。

73
専任・非常勤を問わず、教員の科目担当につい
て、教育研究業績に基づいて担当の可否を判
断しているか。

・なし
専任・非常勤を問わず、資格審査委員会及び教授会の審議の際には、担当予定科目を明示した
上で担当予定科目に関連する教歴、研究業績を基に審査することを前提としている。

74
教員の募集・採用・昇格に関する手続きを明確
にしているか。

75
教員の募集・採用・昇格に際し、規程等に定め
たルールが適切に守られているか。

76
研究、社会貢献、管理業務に関して、教員の資
質向上に向けた取り組みをしているか。

77
教員の教育研究活動等の評価を、教育、研究、
社会貢献、管理業務などの多様性を踏まえて実
施しているか。

78
教員活動評価等、教員の教育・研究・社会貢献
活動の検証結果を有効に活用し、教員組織の
活性化に繋げているか。

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の
特別研究制度により、教員の資質の向上を図るとともに、全学で「教員活動評価」制度の導入を
進めており、平成29年度から正式に実施された。

B
教育に関する改善については、授業評価アンケート
結果の改善点などを学部で定期的に行うFD会合な
どの機会を利用して、検証し共有することで、改善に
努めたいと考えている。

５）教員組織の適切性につ
いて定期的に点検・評価
を行っているか。また、そ
の結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行って
いるか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

79

教員組織の適切性を検証するにあたり、責任主
体・組織、権限、手続を明確にしているか。ま
た、その検証プロセスを適切に機能させ、改善
につなげているか。

・「教授会議事録」

・教員組織の適切性は、まず退職者の発生による新規採用の必要性が生じた際に、学科長が責
任主体とおなって、カリキュラム・ポリシーとの関連を重視して検証し、それに基づいて新規採用
につき学科会議で協議・決定し、教授会の承認を得ている。
・また、4年ごとのカリキュラムの改訂案が決定した後、教員組織との整合性を検証し、不備があれ
ば、学科長を責任者として関連教員と協議し、非常勤講師の採用もしくは退職者の補充人事にそ
の検証結果を反映させる。

A
新規採用枠については、学科長を中心とする学科構
成メンバーによる定例学科会議にて長期的な視点か
ら望ましい人材について具体的に検討し改善にも努
めている。

数年後に見直し
72への回答がなかったが、これは上記の通り、明文
化された編制方針がないためである。よって、明文化
がされれば、教員組織の編成方針に則って教員組
織が編制されているかを記したい。

３）教員の募集、採用、昇
任等を適切に行っている
か。

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募
集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定
と規程の整備
○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実
施

・「職員の任免及び職務規則」
・「教員資格審査委員会規程」
・「教員人事補充事務手続き概略フ
ロー」
・「大学専任教員採用の理事長面接の
流れ」

「職員の任免及び職務規則」及び「教員資格審査委員会規程」に手続きは明確にされている。ま
た、プロセスについても「教員人事補充事務手続き概略フロー」及び「大学専任教員採用の理事
長面接の流れ」に明示されている。
毎年度末に、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、当該年度の結果と次年度以
降の計画を確認することで、各学部の人事が、適切に行われるようにしている。

４）ファカルティ・ディベロッ
プメント（ＦＤ）活動を組織
的かつ多面的に実施し、
教員の資質向上及び教員
組織の改善・向上につな
げているか。

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の組
織的な実施
○教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評
価とその結果の活用

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

高等教育推進センター主催による新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会
への参加支援、また海外・国内の特別研究制度により、教員の資質の向上を図るとともに、平成
28年度より「教員活動評価」制度を導入し、教員の教育・研究活動を中心とした自己点検・評価を
実施している。

２）教員組織の編制に関す
る方針に基づき、教育研
究活動を展開するため、
適切に教員組織を編制し
ているか。

○大学全体及び学部等ごとの専任教員数
○適切な教員組織編制のための措置
・教育上主要と認められる授業科目における専任
教員（教授、准教授又は助教）の適正な配置
・各学位課程の目的に即した教員配置（国際性、
男女比等も含む）
・教員の授業担当負担への適切な配慮
・バランスのとれた年齢構成に配慮した教員配置
○学士課程における教養教育の運営体制

・大学基礎データ表2、表A
・平成29年度経済学部教員組織表
講義要綱

総合政策学科  構成比
　　　～30歳   　0.0%
31歳～40歳 　 10.5%
41歳～50歳　  36.8%
51歳～60歳　  26.3%
61歳～70歳 　 26.3%
教授比率は充足している。年齢構成は順次若返りつつある。今後も定年を迎える教授が控えて
おり、この傾向は続くものと考えられる。教員採用の際に最も大切なことは科目に整合した優秀な
教員を採用することであり、年齢構成を第一に考えるべきではない。同じ資質の候補者がいた場
合は若い人材を取るというスタンスである。上述の構成比に示されるように著しい偏りは生じてい
ない。

B

１）大学の理念・目的に基
づき、大学として求める教
員像や各学部･研究科等
の教員組織の編制に関す
る方針を明示しているか。

○大学として求める教員像の設定
・各学位課程における専門分野に関する能力、
教育に対する姿勢等
○各学部等の教員組織の編制に関する方針
（各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る
責任所在の明確化等）の適切な明示

・教員採用の基本方針
・東洋大学学則（入学・収容定員記載
部分）
・講義要項
・平成29年度経済学部教員組織表
・契約制雇用契約書
・「教授会議事録」

教員組織の方向性については2016年度カリキュラム編成に際して議論を重ね、必要な変更を加
えている。また、採用人事の発生時にも学科会議で議論を重ね、必要な変更があれば加えてい
る。
契約制外国人は、経済学部としては国際経済学科に所属することとし、生きた英語を教育するた
め、大学全体の中で可能な範囲で積極的に契約制外国人教員を採用している。現在経済学部
では、1名当たり10コマ担当を上限として2名の契約制外国人教員を雇用している。
任期制教員である助教については、マンパワー不足により専任教員が担当できない主要科目
や、主要科目との密接な連携を必要とする科目の担当者として採用している。
非常勤講師については、専任教員が対応できない特殊な領域、専任教員のマンパワーが不足
する部分について雇用し、その際、都度、厳格な資格審査を行っている。

（６）教員・教員組織

A 編制方針の明文化は今後の課題であるが、定例の
学科会議の検討課題にする予定である。

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

哲学教育 80
教育・研究活動の中で哲学教育を推進している
か。

・履修要覧

本学独自の科目としては、「井上円了と東洋大学」単位を春秋各２単位ずつ開講し、学祖であり哲
学者でもあった井上円了への理解を深めることを目的としている。また、学科専門選択科目Bとし
て「経済哲学」を開講しているが、本科目は全国的にも珍しく本学部の独自性と哲学との関連を
強く示すと言えよう。
また、本学科の特色でもあるゼミの必修化や政策提言などは、本学の哲学教育の核心ともいうべ
き問題発見・解決能力の育成につながっており、自分なりの問題意識基づいて、現実社会を分析
する力となっている。

A

国際化 81
教育・研究活動の中で国際化を推進している
か。

・履修要覧
推進している。2016カリキュラムでは異文化理解のための新科目を立ち上げるとともに関連する専
門科目の再編成を行った。研究においては、特に若手の在外研究を奨励している。 A

キャリア教育 82
教育・研究活動の中でキャリア教育を推進して
いるか。

・履修要覧
推進している。キャリア推進科目を設置しており、また、必修のゼミナールを通じて長期的観点か
らキャリア教育を実施している。 A

2）学部・学科独自の評価
項目①

ゼミ学習強化型プログラム 83 ゼミ学習強化につながるイベントを行っているか
・イベントチラシ
・学科ホームページ

各ゼミにおいて対外的活動、具体的には海外研修や社会貢献事業、企業見学、研究発表会、国
内研修など実施している。 A

（11）その他

１）大学が推進している3つ
の柱を基盤とした教育・研
究活動を行っているか。
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

※
1

学部、学科ごとに、人材養成に関する目的その他教育研究上の目的を、学則
またはこれに準ずる規程等に定めているか。

2
学部、各学科の目的は、高等教育機関として大学が追求すべき目的（教育基
本法、学校教育法参照）と整合しているか。

3
学部、各学科の目的は、建学の精神や大学の理念との関係性や、目指すべき
方向性、達成すべき成果などを明らかにしているか。

4
学部、各学科の目的は、これまでの実績や現在の人的・物的・資金的資源から
みて、適切なものとなっているか。

5
教職員・学生が、学部、各学科の目的を、公的な刊行物、ホームページ等に
よって知りうる状態にしているか。

6
学部、各学科の目的の周知方法の有効性について、構成員の意識調査等に
よる定期的な検証や、検証結果を踏まえた改善を行っているか。

○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブ
サイト等による大学の理念・目的、学部の目的等
の周知及び公表

7
受験生を含む社会一般が、学部、学科の目的を、公的な刊行物、ホームペー
ジ等によって知りうる状態にしているか。

8
大学の理念・目的を踏まえ、各学科における目的等を実現していくため、将来
を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。

・経済学部第2部経済学科　中長期計画
・中長期計画フィードバックコメント

平成29年度より全学的な方針の下、各学科の中長期計画を策定し、平成35年度までの到達目標とその
計画を明確に定めている。
また、学長施策である「教育活動改革支援予算」により、理念目的の実現に向けた教育プログラムの企画
と実行を進めている。

9
各学科の中・長期計画その他の諸施策の計画は適切に実行されているか。実
行責任体制及び検証プロセスを明確にし、適切に機能しているか。また、理
念・目的等の実現に繋がっているか。

・経済学部第2部経済学科　中長期計画
・中長期計画フィードバックコメント

中長期計画で掲げた目標「能動的な学習へ教育方法の転換を図る」を実現する足がかりとして、H29年
度から、主体性メソッド「タクナル」を活用した初年次ゼミナールを1コース開設した。今後、PROGテストな
どを通して効果測定を行い、次年度以降につなげたい。なお、計画実施については第1部各学科と連携
して行っている。

A

10 学部、各学科の目的の適切性を、定期的に検証しているか。
・経済学部第2部経済学科　中長期計画
・ホームページ

学部、各学科の目的の適切性は、学科長、学科長会議、教授会が中期計画の策定ならびに4年ごとに実
施されるカリキュラム改正の際に、経済学を中心に大学で学ぶべき事項を見つつ検証している。 A

経済学科会議で少なくとも年に一度は
学科の目的の適切性について検証し、
必要に応じて経済学科内で課題に応
じてワーキンググループを立ち上げ改
善を図るようにしたい。

11
理念・目的の適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権限、手続を明確
にしているか。また、その検証プロセスを適切に機能させているか。

・2004・2008・2012・2016年度各カリキュラム表
・2部経済学科３つのポリシーの変遷

・カリキュラム改訂の際に、改訂に関連して学科長、カリキュラム委員などが検討。必要に応じて修正して
いる。 A

１）大学の理念・目的を適
切に設定しているか。ま
た、それを踏まえ、学部・
研究科の目的を適切に設
定しているか。

学部、学科又は課程ごとに設定する人材育成そ
の他の教育研究上の目的の設定とその内容

大学の理念・目的と学部・学科の目的の連関性

・「経済学部規程」
各学部、学科において、「教育研究上の目的」を、学部規程に適切に定めている。特に二部は「余資な
き、優暇なき者」への教育という学祖の理念を体現している。

（１）理念・目的

３）大学の理念・目的、各
学部･研究科における目的
等を実現していくため、大
学として将来を見据えた
中・長期の計画その他の
諸施策を設定しているか。

○将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施
策の設定

４）大学・学部・研究科等の
理念・目的の適切性につ
いて定期的に検証を行っ
ているか。

２）大学の理念・目的及び
学部・研究科の目的を学
則又はこれに準ずる規則
等に適切に明示し、教職
員及び学生に周知し、社
会に対して公表している
か。

○学部、学科又は課程ごとに設定する人材育成
その他の教育研究上の目的の適切な明示

・履修要覧
・ホームページ

各学部・学科において、「教育研究上の目的」を、「履修要覧」及びホームページにて公表している。

※1.当該項目については、平成23～25年度の自己点検・評価及

び平成26年度の認証評価の結果から、大学全体及び各学部・学

科の現状には大きな問題がないことと、第３期認証評価の評価項

目を踏まえ、点検評価項目の見直しを図ったが、この項目におけ

る影響はないと判断し、毎年の自己点検・評価は実施しないことと

する。（平成29年9月14日、自己点検・評価活動推進委員会承

認）。



3

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

12 教育目標を明示しているか。 ・「全学部規程」 各学部、学科において、「教育研究上の目的」を学部規程に適切に定めている。

13
ディプロマ・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行物、ホームページ等によって知
りうる状態にしており、かつ、その周知方法が有効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

各学部、学科において、ディプロマ・ポリシーを定め、ホームページにて公表している。

14 教育目標とディプロマ・ポリシーは整合しているか。

15
ディプロマ・ポリシーには、学生が修得することが求められる知識、技能、態度
等、当該学位にふさわしい学習成果が明示されているか。

16
カリキュラム・ポリシーを設定し、かつ公的な刊行物、ホームページ等によって
知りうる状態にしており、かつ、その周知方法が有効であるか。

・「全学部規程」
・履修要覧
・ホームページ

各学部、学科において、カリキュラム・ポリシーを定め、ホームページにて公表している。

17
カリキュラム・ポリシーには、教育課程の体系性や教育内容、科目区分、授業
形態等を明示し、学科のカリキュラムを編成するうえで重要かつ具体的な方針
が示されているか。

○教育課程の編成・実施方針と学位授与方針と
の適切な連関性

18 カリキュラム・ポリシーは、教育目標やディプロマ・ポリシーと整合しているか。

19
教育課程は、授業科目の順次性に配慮して、各年次に体系的に配置されてい
るか。

20
各授業科目の単位数及び時間数は、大学設置基準及び学則に則り適切に設
定されているか。

21
授業科目の位置づけ（必修、選択等）に極端な偏りがなく、教育目標等を達成
するうえで必要な授業科目がバランスよく編成されているか。

22
専門教育への導入に関する配慮（初年次教育、導入教育の実施等）を行って
いるか。

23
教養教育、専門教育の位置づけを明らかにしているか。卒業、履修の要件は
適切にバランスよく設定されているか。

24
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する学習成果の修得につながる教
育課程となっているか。

・学科　教育目標　　　　　　　　　　　　　　　　　・
学科　ディプロマ・ポリシー

・学科のディプロマ・ポリシーは「経済学の基礎を理解し、社会人としての活動に必要な社会科学の知識
を……修得できる」とあり、これは「社会人としての活動に必要な知識を学生自らの関心に従って修得し、
その過程を通じた論理的な判断力の養成」という学科の教育目標を反映したものである。したがって教育
目標とディプロマ・ポリシーは整合的と言える。
・学科のディプロマ・ポリシーにおいて習得すべき成果として、「総合的な視野と判断力を獲得し、ダイナ
ミックに変化する現代社会に対応できる」とある。これらは、習得すべき学習成果と言える。

A

・「2017　経済学部　履修登録のしおり・授業時
間割表　第2部」
・学科　教育課程表
・『経済学部　履修要覧　2017』

・授業科目の難易度に合わせ、配当学年を適切に設定するとともに、シラバスの「関連科目・関連分野」
の枠を用意し、科目によっては、履修に必要な条件等を記載している。
・各授業科目の単位数及び時間数は、大学設置基準及び学則に則り適切に設定されている。
・『履修要覧』において、「基盤教育」と「専門科目」の位置付けに偏りはなくすることに心がけ、教育目標
等の達成に必要な授業科目を編成している。

・学科　カリキュラム・ポリシー
・学科　教育課程表
・該当科目　シラバス
・「ゼミナールⅠＡ」「ゼミナールⅠＢ」シラバス
・『経済学部　履修要覧　2017』

○各学部において適切に教育課程を編成する
ための措置

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合
性
・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系
性への配慮
・単位制度の趣旨に沿った単位の設定
・個々の授業科目の内容及び方法
・授業科目の位置づけ（必修、選択等）
・各学位課程にふさわしい教育内容の設定
（＜学士課程＞初年次教育、高大接続への配
慮、教養教育と専門教育の適切な配置等）

（４）教育課程・学習成果

2部経済学科のカリキュラムポリシーは、コミュニケーション力、思考力、判断力の養成を図るため、必修科
目、専門選択科目Ａ・Ｂ、教養的科目を置く。1 年次に経済学の基本的な知識を修得させ、基本的知識
の修得後は、学生の個人的関心に応じた学習目標の設定を可能とするとしており、科目区分や教育課
程の体系性を示している。上記は、2部経済学科のディプロマポリシーと教育目標は整合的といえる。

１）授与する学位ごとに、学
位授与方針を定め、公表
しているか。

○課程修了にあたって、学生が修得することが
求められる知識、技能、態度等、当該学位にふさ
わしい学習成果を明示した学位授与方針の適切
な設定及び公表

２）授与する学位ごとに、教
育課程の編成・実施方針
を定め、公表しているか。

○下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針
の設定
及び公表
・教育課程の体系、教育内容
・教育課程を構成する授業科目区分、授業形態
等

・ 1年次春学期に「ゼミナールⅠ」を少人数で初年次教育を「現代経済入門Ⅰ」を必修として配置し、専門
教育への導入教育と位置づけている。

・『履修要覧』において、卒業に必要な要件として教養科目を含む「基盤教育」と経済学を中心とした「専
門科目」の位置づけを説明し、さらに『履修要覧』においては「また、幅広い問題発見・解決能力を身につ
けるには、経済学に偏らないさまざまな知識・教養・視点が必要です。そのために、専門科目だけでなく、
共通教養科目や他学部開放科目の履修も積極的・計画的に行うよう努めてください。」と説明し、教養教
育の重要性の認識を学生に促すよう配慮している。

・教育課程は、カリキュラム・ポリシーに従い、概ね学生に期待する学習成果の修得につながるものを目
指しているが、第２部の学生が第１部の授業履修ができるよう相互履修制度を周知し、カリキュラムポリ
シーにある基礎知識修得後の学生の個人的関心を涵養することを目指している。

・ホームページ

A

A

A

３）教育課程の編成・実施
方針に基づき、各学位課
程にふさわしい授業科目
を開設し、教育課程を体
系的に編成しているか。

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

25
学科の人材養成の目的に即した、社会的及び職業的自立を図るために、キャ
リア教育等必要な教育を正課内に適切に配置しているか。また必要な正課外
教育が適切に施されているか。

26
教育目標に照らした諸資格の取得、その他必要な知識・技能を測る試験の受
験に係る指導や支援環境が整っているか。

27
学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力の育成に向けて、学
科内の学生への指導体制は適切であるか。また、学内の関係組織等の連携体
制は明確に教職員で共有され、機能しているか。

・「授業評価アンケート結果」
・『2016年度経済学部自己点検報告書（データ
ブック）』

・学生の社会的及び職業的自立を図るための指導は、学科長を中心に2部担当教員で行っている。特に
経済学部ではゼミナールで独自で授業評価アンケートを行い、学習ポートフォリオを作成、学生へフィー
ドバックし、指導している。ただし、社会的、職業的自立に有効なゼミ履修について履修者が減っている
点に問題がある。本年度に完成した学生就活データを解析して、今後、ゼミの有効性二部学生にも理解
させると共に、次期カリキュラム改定を目途にゼミの充実を図っていく。

C
設問83への回答で記したようなゼミ加
入率引き上げ方策を、30年度から検討
する予定である。

H30年度から実施

28
教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーの適切性を定期的
に検証しているか。

29
教育目標、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーの適切性を検証す
るにあたり、責任主体・組織、権限・手続を明確にしているか。また、その検証
プロセスを適切に機能させ、改善に繋げているか。

A

・学科　カリキュラムポリシー
・学科　教育課程表
・カリキュラム委員会会議報告
・『データブック』

教育目標・ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーについては、４年に一度2部学科長を含むカリ
キュラム委員が主体となって、学科長会議においてカリキュラム改訂の際に適切性について、日常、検証
している。また、学科長主導のもと、学科長会議が教育目標や教育課程の編成の適切性について検討し
ている。今年度は、科目名の１部２部の統一化を行った。

４）教育目標、学位授与方
針及び教育課程編成実施
方針の適切性について定
期的に検証を行っている
か

○学生の社会的及び職業的自立を図るために
必要な能力を育成する教育の適切な実施

・「現代経済学入門」シラバス
・「入試要項」

現在行っている学科内キャリア委員と
キャリアセンターとの情報共有を継続
し、今後も学生にとって有益な指導を
実施する。

・本学科は、もともと社会人を対象にしたものであったが、現状では第1部に入学できなかった学生（社会
人ではない）が、多数を占める状況になっている。こうした中、「現代経済入門」では就職・キャリア支援に
係る講義を1回設けている。入試においても「独立自活」支援推薦入試で受入している。
・1日2限しかない中、昼間、仕事を特にしていない学生の就職キャリア指導は、なお、課題であるが、各
業界の精通者を講師に招く「現代産業論」の授業や1年生ゼミでの「就職・キャリア支援」の授業（1コマ）等
を通じて学生への就職の意識を深める努力をしている。

B

３）教育課程の編成・実施
方針に基づき、各学位課
程にふさわしい授業科目
を開設し、教育課程を体
系的に編成しているか。

（４）教育課程・学習成果
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

30
単位の実質化を図るため、1年間の履修登録科目の上限を50単位未満に設定
しているか（最終年次、編入学学生等も含む）。

・履修要覧
全学部・学科において、1年間の履修登録科目の上限を、50単位未満に設定し、学部規程に規定してい
る（卒業要件外の科目を除く）。

31
シラバスに、講義の目的・内容、到達目標（学習成果）、講義スケジュール（各
回の授業内容）を、具体的に記載しているか。

32 授業内容・授業方法がシラバスに則って行われているか。

33
学生の主体的参加を促すための配慮（学生数、施設・設備の利用など）を行っ
ているか。

・時間割表
・シラバス

少人数による「ゼミナールⅠ」を1年次に配置。6コースのうち、1コースはアクティヴラーンニングによる授業
をおこなっており、専用のＡＬ教室を利用している。 A

34
履修指導の機会、オフィスアワーなど、学生が学修に係る相談を受けやすい環
境が整っているか。また、その指導体制は適切であるか。

・ホームページ
学年度初めには履修相談の場を設けるとともに、単位僅少者面接を行っている。また、全教員がホーム
ページでオフィスアワーを公開することが義務づけられており、また、研究室のドアに貼り出してもいる。相
談を受ける環境は整っている。

A

35
学生の学習を活性化し、教育の質的転換を実現するために、学科が主体的か
つ組織的に取り組んでいるか。

36
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する学習成果の修得につながる教
育方法となっているか。

37
シラバスの「成績評価の方法・基準」に、複数の方法により評価する場合にはそ
の割合や、成績評価基準を明示しているか。

38
海外を含む他大学、短期大学、高等専門学校で修得した単位の認定、ＴＯＥＩ
Ｃ等、または入学前の学習の単位認定を、適切な手続きに従って、合計60単
位以下で行っているか（編入学者を除く）。

・東洋大学学則
学則において60単位まで認定できることを定めており、各学部、教授会で審議の上で単位認定を行って
いる。

39 成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置を取っているか。 ・『履修要覧』
・学部の方針に基づいて、最高評価Ｓの割合を上位5％としており、毎年度教授会で確認しているが、ＧＰ
Ａ重視の流れを受けて今後も臨機応変に対応する。 B

成績評価の客観性の徹底を図ってい
るが、Ｓ評価以外の評価方法やその検
証に関する措置については検討中で
あり、今後の課題となっている。

40 卒業要件を明確にし、あらかじめ学生が知りうる状態にしているか。 ・履修要覧
卒業要件は、学部規程に規定し、履修要覧にて全学生に明示している。また、新入生には履修ガイダン
スと併せて、履修指導を行っており、卒業要件については十分に説明している。

41
ディプロマ・ポリシーと卒業要件が整合しており、ディプロマ・ポリシーに則って
学位授与を行っているか。

42
学位授与にあたり、明確な責任体制のもと、明文化された手続きに従って、学
位を授与しているか。

43
【学科/学位レベル】
各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するために、学科として、
学習成果を測るための評価指標（評価方法）を開発・運用しているか。

44
学生の自己評価や、学部、学科の教育効果や就職先の評価、卒業時アンケー
トなどを実施し、かつ活用しているか。

45
カリキュラム（教育課程・教育方法）の適切性を検証するために、定期的に点
検・評価を実施しているか。また、何に基づき（資料、情報などの根拠）点検・評
価しているか。

46
上記の点検・評価結果をカリキュラムの改善に役立てているか。（また、どのよう
に役立てているか。具体例をもとに記載してください）

47
授業内容・方法の工夫、改善に向けて、学内（高等教育推進センター）、学外
のFDに係る研修会や機関などの取り組みを活用し、組織的かつ積極的に取り
組んでいるか。

・新任教員事前研修資料
・各年度「FD会合記録」
・「教授会議事録」
・教員活動評価資料

・新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の特別研
究制度により、教員の資質の向上を図っている。
・年2回、学部全体でFD会合を開き、全専任教員が参加し、種々のテーマについて報告・協議している。

A

・経済学部就活データベース
・カリキュラム委員会報告書

・4年に一度のカリキュラム改訂の際に、学科所属の就職カリキュラム支援委員会を中心に、各講義担当
者や教務課からの意見を受けて、適切性を点検している。
・上記の経済学部就活データベースは今年度、構築されたばかりであるためまだ分析作業は始まってい
ないが、2018年度にはカリキュラムなどについても問題提起を行いたい。その結果に基づき、就職キャリ
ア支援委員会を中心に次のカリキュラム改訂に向け、更なる点検・評価、また改善を行う予定である。

A

○成績評価及び単位認定を適切に行うための
措置
・単位制度の趣旨に基づく単位認定
・既修得単位の適切な認定
・成績評価の客観性、厳格性を担保するための
措置
・卒業・修了要件の明示
・学位授与に係る責任体制及び手続の明示
・適切な学位授与

７）学位授与方針に明示し
た学生の学習成果を適切
に把握及び評価している
か。

○各学位課程の分野の特性に応じた学習成果
を測定
するための指標の適切な設定
○学習成果を把握及び評価するための方法の
開発
≪学習成果の測定方法例≫
・アセスメント・テスト
・ルーブリックを活用した測定
・学習成果の測定を目的とした学生調査
・卒業生、就職先への意見聴取

８）教育課程及びその内
容、方法の適切性につい
て定期的に点検・評価を
行っているか。また、その
結果をもとに改善・向上に
向けた取り組みを行ってい
るか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
・学習成果の測定結果の適切な活用
○点検・評価結果に基づく改善・向上

６）成績評価、単位認定及
び学位授与を適切に行っ
ているか。

・学科　ディプロマ・ポリシー
・学科　卒業要件
・教授会議事録

・学科のディプロマ・ポリシーによれば、コミュニケーション力の養成―語学・基礎ゼミナール・専門ゼミ
ナール、論理的思考力の養成―基礎ゼミナールを含む必修科目・専門ゼミナールを含む専門選択科
目、総合的判断力の育成―専門ゼミナールを含む専門選択科目・教養科目、といううように各科目に役
割が割り当てられているが、これらの科目はすべて一定の単位数を修得することが卒業要件となってい
る。なお、専門ゼミナールは必修ではないが、1年生ゼミ等を時間を使い、学科長が履修することを推奨し
ている。
・学部，学科の方針に従って学位を授与している。

A

・経済学部就活データベース

・経済学部では全学での実施の授業評価アンケートに先駆けて学生に授業に対するアンケートを実施
し、その中で学生自身に自分の学習に対する評価を問う取り組みを実施してきた。
・就職キャリア委員会主導で進めてきた経済学部就活データベース（2013年入学の約850名の学生につ
いての入試区分、GPA、必修科目の成績、TOEIC等の成績、PROGテストの点数、ゼミ参加状況、卒論・
留学の経験、就職の内定状況、内定時期、職種、内定先の概要などの属性データ）が2017年9月にまと
まり、学生のGPAと就職、各コースとの就職など様々な切り口から、今後、学習成果の測定を行う予定で
ある。
・新入生・卒業生アンケートを実施し、その結果を学科会議で点検・協議している。

A

○各学部において授業内外の学生の学習を活
性化し効果的に教育を行うための措置

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図
るための措置（１年間又は学期ごとの履修登録
単位数の上限設定等）

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習
成果の指標、授業内容及び方法、授業計画、授
業準備のための指示、成績評価方法及び基準
等の明示）及び実施（授業内容とシラバスとの整
合性の確保等）

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容
及び授業方法

＜学士課程＞
・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数
・適切な履修指導の実施

・シラバスの作成依頼
・シラバスの点検資料、点検結果報告書
・「授業評価アンケート」資料

シラバスについては、毎年、学長及び教務部長の連名においてシラバス作成の際の必須事項、留意事
項を明示するとともに、各学部による全科目のシラバス点検を実施し、必須事項の明示や内容の充実に
向けて取り組んでいる。
また全学統一の授業評価アンケートにおいて、「シラバスに即した内容の授業が行われていたと思います
か」という設問を用意し、授業内容・方法とシラバスとの整合性を確認している。

・「授業評価アンケート結果」
・「教育改善レポート」
・学科　カリキュラム・ポリシー
・学科　教育目標
・教授会議事録

・学部の方針に従って授業評価アンケートを毎年実施し、学生の学習効果の測定を行うとともに、各教員
はアンケート結果などを参考に次年度の授業に対する改善点を「教育改善レポート」として提出し、自主
的に改善を継続するよう努めている。加えて在校生アンケートも実施し、教育の改善を図っている。
・学生が主体的に活動できる場であるゼミナールの加入率を上昇させるため、ゼミ説明会とセミナー
チェックにおいてゼミナール加入と就職率・就職先との関連性を提示している。
・数学はプレースメントテストにより習熟度別コースを設定、またTEES(Eラーニング）も用意し、学力に自信
がない学生に対するサポートも行っている。
・必修英語コースはTOEICIPスコア別で、推奨コースを学生に提示、学力に応じた教育を実施している。

（４）教育課程・学習成果

５）学生の学習を活性化
し、効果的に教育を行うた
めの様々な措置を講じて
いるか。

A

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

48 アドミッション・ポリシーを設定しているか。 ・ホームページ 各学部、学科において、アドミッション・ポリシーを定めている。

49
アドミッションポリシーには、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生
像、入学希望者に求める水準等の判定方法を示しているか。

・ホームページ
・「入試要項」
・学科　アドミッション・ポリシー

・学科のアドミッション・ポリシーは、学部、学科の目的、教育内容を踏まえた内容となっており、修得して
おくべき知識の内容、水準等を以下、記している。
1． 入学後の学習活動に必要な基礎学力としての知識を有している。(知識、理解、実技)
国語、地理歴史、公民、数学、英語などについて、中等教育で身につけるべき基本的な知識を持ち、日
本語に関する一般的なコミュニケーション力を持っている。
2． 物事を論理的に考察する基礎力を有している。(思考・判断)
3． 自らの考えを的確に表し、他者に伝えられる。(技能・表現)
4． 経済学に関する基本的知識と、社会科学に関する幅広い知識に関心を持ち、論理的な判断力を修
得したいという意欲を持つ。(関心・意欲)
5． 積極的に社会と関わり、社会のあり方に深い関心を持っている。(態度)

A

50
受験生を含む社会一般が、アドミッション・ポリシーを、公的な刊行物、ホーム
ページ等によって知りうる状態にしているか。

・ホームページ 全学部・全学科において、大学ホームページにて公表している。

51
アドミッション・ポリシーに従って、入試方式や募集人員、選考方法を設定して
いるか。

52 受験生に、入試方式別に、募集人員、選考方法を明示しているか。

53
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式の趣旨に適した学生募集や、
試験科目や選考方法の設定をしているか。

54
学生募集、入学者選抜を適切に行うために必要な体制を整備しているか。また
責任所在を明確にしているか。

・入学試験実施本部体制
学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制を構築し
て入学試験を適切に実施している。

55
入学者選抜を行ううえで、障がいのある受験生に対し、障がいのない学生と公
平に判定するための機会を提供しているか。

学長を本部長とした「東洋大学入学試験実施本部」の下、「入学試験実施管理本部」等の体制におい
て、障がいのある受験生からの申告を受ける環境を整えており、その後受験時には、障がいの状況に応
じた試験環境（時間延長、支援者の介添、点字対応、特別試験教室の用意など）を整えるなど、公平な受
験機会を確保している。

56
学科における過去５年の入学定員に対する入学者数比率の平均が0.90～1.25
（※実験・実習系の学科は1.20）の範囲となっているか。

57
学科における収容定員に対する在籍学生数比率が0.90～1.25（※実験・実習
系の学科は1.20）の範囲となっているか。

58
編入学定員を設けている場合、編入学定員に対する在籍学生数比率が0.7～
1.29の範囲となっているか。また、編入学を「若干名」で募集している場合、10
名以上の学生を入学させていないか。

59
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式で、募集定員の2倍以上の学
生が入学していないか。

60
定員超過または未充足について、原因調査と改善方策の立案を行っている
か。

・「教授会議事録」
・学部執行部及び入試委員会において、毎年度、前年度の入学者数策定の可能な限りの統計的分析を
行い、教授会に報告している。 A

61 アドミッション・ポリシーの適切性を、恒常的に検証しているか。 ・なし 4年に1回のカリキュラム改訂の際に、各学部・学科の3つのポリシーも見直すことしている。

62
学生募集および入学者選抜の適切性を定期的に検証する組織を常設して、定
期的にその適切性と公平性についての検証を行っているか。

・なし

年間を通して入試部が現状を分析し、翌年度入試に向けた検討事項を各学部に提案している。これに基
づき、各学科入試委員を中心とした各学部入試委員会で検討を行い、その検討結果を集約した上で、学
長ならびに各学部長を主たる構成員とする全学入試委員会で年2回の検討・決定を行っており、定期的
な検証を行っている。

63
学生の受け入れの適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権限、手続を
明確にしているか。また、その検証プロセスを適切に機能させ、改善につなげ
ているか。

・「教授会議事録」

・学科長、学科の入試委員、基礎教育委員を中心に、入試課とも連絡を取りつつ、学科会議ならびに学
科長会議で協議・議論し、受け入れ案を策定している。その策定案を教授会で審議し、承認を得るという
手続きを経て、受入数等を決定している。これまでのところ、受け入れに関する権限や手続きの検証を必
要とするような事態は生じていない。

・入試方法の再検討と新たな選抜方法の検討については、学科長、学科の入試委員、基礎教育委員を
中心に、入試課とも連絡を取りつつ、入学した学生の成績などを分析するなどして、改訂案を議論してい
るところである。

A

入試課との協議をし、あらたに自己推
薦制度を導入を検討したり、現行の入
試方式の募集定員を再検討したりする
べく、学科内入試委員を中心に改訂案
を作成し、具体的にどうするか学科会
議で議論をしているが現段階では決定
していない。

・ホームページ
・「入試要項」
・学科　アドミッション・ポリシー

・一般入試では、「基礎学習能力の保有者の選抜」という方針に則り、「3科目受験」を中心とし、少なくとも
2科目の受験科目を課している。
・推薦入試では、「潜在能力、総合的な学習能力保有者の選抜」という方針に則り、面接・小論文、及び
高校での成績・諸活動を評価して選抜している。
・入試方式や募集人員、選考方法は、おおむねアドミッション・ポリシーに従って設定している。
・独立自活支援推薦入試を行い、より社会と関わりに関心のある学生を受入れることができる。

A

3）適切な定員を設定して
学生の受け入れを行うとと
もに、在籍学生数を収容
定員に基づき適正に管理
しているか。

○入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍
学生数の管理
＜学士課程＞
・入学定員に対する入学者数比率
・編入学定員に対する編入学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充
足に関する対応

定員管理については、平成27年度より収容定員の見直しを行い、適切な規模に応じて各学部・学科の定
員を改正するとともに、毎年の入学者数の策定においては、過年度データ等を活用しながら、受入者数
の適正化に努めている。

４）学生の受け入れの適切
性について定期的に点
検・評価を行っているか。
また、その結果をもとに改
善・向上に向けた取り組み
を行っているか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

１） 学生の受け入れ方針
を定め、公表しているか。

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施方
針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設定
及び公表
○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の
設定
・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める
学生像
・入学希望者に求める水準等の判定方法

２）学生の受け入れ方針に
基づき、学生募集及び入
学者選抜の制度や運営体
制を適切に整備し、入学
者選抜を公正に実施して
いるか。

○学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法
及び入学者選抜制度の適切な設定
○入試委員会等、責任所在を明確にした入学者
選抜実施のための体制の適切な整備
○公正な入学者選抜の実施
○入学を希望する者への合理的な配慮に基づく
公平な入学者選抜の実施

（5）学生の受け入れ

※1と同様

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

64 教員の採用・昇格に関する審査基準を明確にしているか。
・「教員採用の基本方針」
・「教員資格審査基準」

全学の「教員採用の基本方針」及び「教員資格審査基準」を定めるとともに、各学部で、学長との協議の
上、内規等を定めて基準を明確にしている。

65 組織的な教育を実施するために、教員間の連携体制が取られているか。 ・なし
全学委員会のほか、学部内に各種委員会を設置して、組織的な連携体制と、責任の所在を明確にして
いる。

66 学科の目的を実現するために、教員組織の編制方針を明確にしているか。

67
学部、各学科の個性、特色を発揮するために、契約制外国人教員、任期制教
員、非常勤講師などに関する方針を明確にしているか。

68
各教員の役割、教員間の連携のあり方、教育研究に係る責任所在について、
規程や方針等で明確にされているか。

69 学部、各学科に割り当てられた専任教員数（教員補充枠）を充足しているか。 ・教員組織表
充足結果については、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、学部より学長に報告を行っ
ている。

70 学部、各学科において、専任教員数（助教除く）の半数は教授となっているか。

71
学部として、～30、31～40、41～50、51～60、61歳以上の各年代の比率が、著
しく偏っていないか。

72 教員組織の編成方針に則って教員組織が編制されているか。

73
専任・非常勤を問わず、教員の科目担当について、教育研究業績に基づいて
担当の可否を判断しているか。

・なし
専任・非常勤を問わず、資格審査委員会及び教授会の審議の際には、担当予定科目を明示した上で担
当予定科目に関連する教歴、研究業績を基に審査することを前提としている。

74 教員の募集・採用・昇格に関する手続きを明確にしているか。

75
教員の募集・採用・昇格に際し、規程等に定めたルールが適切に守られている
か。

76
研究、社会貢献、管理業務に関して、教員の資質向上に向けた取り組みをして
いるか。

77
教員の教育研究活動等の評価を、教育、研究、社会貢献、管理業務などの多
様性を踏まえて実施しているか。

78
教員活動評価等、教員の教育・研究・社会貢献活動の検証結果を有効に活用
し、教員組織の活性化に繋げているか。

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参加支援、また海外・国内の特別研究
制度により、教員の資質の向上を図るとともに、全学部で「教員活動評価」制度が平成29年度から実施さ
れる予定である。

A
授業改善については、経済学科内
ワーキンググループを作って一層の改
善に努めたいと考えている。

５）教員組織の適切性につ
いて定期的に点検・評価
を行っているか。また、そ
の結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行って
いるか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

79
教員組織の適切性を検証するにあたり、責任主体・組織、権限、手続を明確に
しているか。また、その検証プロセスを適切に機能させ、改善につなげている
か。

・「教授会議事録」

・教員組織の適切性は、まず退職者の発生による新規採用の必要性が生じた際に、学科長が責任主体
とおなって、カリキュラム・ポリシーとの関連を重視して検証し、それに基づいて新規採用につき学科会議
で協議・決定し、教授会の承認を得ている。
・また、4年ごとのカリキュラムの改訂案が決定した後、教員組織との整合性を検証し、不備があれば、学
科長を責任者として関連教員と協議し、非常勤講師の採用もしくは退職者の補充人事にその検証結果を
反映させる。

A

教員組織については、上記の通り、現
在は明文化された編制方針がない。
よって、明文化がされれば、教員組織
の編成方針に則って教員組織が編制
されているかを記したい。

３）教員の募集、採用、昇
任等を適切に行っている
か。

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募
集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定
と規程の整備
○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実
施

・「職員の任免及び職務規則」
・「教員資格審査委員会規程」
・「教員人事補充事務手続き概略フロー」
・「大学専任教員採用の理事長面接の流れ」

「職員の任免及び職務規則」及び「教員資格審査委員会規程」に手続きは明確にされている。また、プロ
セスについても「教員人事補充事務手続き概略フロー」及び「大学専任教員採用の理事長面接の流れ」
に明示されている。
毎年度末に、学長と各学部長による「教員人事ヒアリング」を実施し、当該年度の結果と次年度以降の計
画を確認することで、各学部の人事が、適切に行われるようにしている。

４）ファカルティ・ディベロッ
プメント（ＦＤ）活動を組織
的かつ多面的に実施し、
教員の資質向上及び教員
組織の改善・向上につな
げているか。

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の
組織的な実施
○教員の教育活動、研究活動、社会活動等の
評価とその結果の活用

・新任教員事前研修資料
・学外FD関連研修会案内
・海外・国内特別研究員規程、件数
・教員活動評価資料

高等教育推進センター主催による新任教員に対する研修会の実施や、専任教員の学外研修会への参
加支援、また海外・国内の特別研究制度により、教員の資質の向上を図るとともに、平成28年度より「教員
活動評価」制度を導入し、教員の教育・研究活動を中心とした自己点検・評価を実施している。

２）教員組織の編制に関す
る方針に基づき、教育研
究活動を展開するため、
適切に教員組織を編制し
ているか。

○大学全体及び学部等ごとの専任教員数
○適切な教員組織編制のための措置
・教育上主要と認められる授業科目における専
任教員（教授、准教授又は助教）の適正な配置
・各学位課程の目的に即した教員配置（国際
性、男女比等も含む）
・教員の授業担当負担への適切な配慮
・バランスのとれた年齢構成に配慮した教員配置
○学士課程における教養教育の運営体制

・「大学基礎データ」経済学部(Ｈ29.5.1）

・　  ～ 30歳：  0.0%
・ 31～ 40歳：17.6%
・ 41～ 50歳：39.7%
・ 51～ 60歳：20.6%
・ 61歳  ～   ：22.1%
・学部全体の専任教員の年齢構成は上記のとおりである。各年代ごとに比較的バランス良く配置され、特
定の年代への偏りは見られていない。
・大学設置基準に示された専任教員を上回るよう常に努力をし、実際に上回る教員が在籍している。ま
た、主要学科目は専任教員が担当し、その他周辺領域等の科目について必要に応じて兼任教員が担当
している。

A

１）大学の理念・目的に基
づき、大学として求める教
員像や各学部･研究科等
の教員組織の編制に関す
る方針を明示しているか。

○大学として求める教員像の設定
・各学位課程における専門分野に関する能力、
教育に対する姿勢等
○各学部等の教員組織の編制に関する方針
（各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る
責任所在の明確化等）の適切な明示

・経済学科学内委員分担表
・教員採用の基本方針
・東洋大学学則（入学・収容定員記載部分）
・講義要項
・平成29年度経済学部教員組織表
・契約制雇用契約書
・教授会議事録

・第2部経済学科の学内委員については、第1部の協力のもと、各委員が責任を持ってそれぞれの業務を
遂行できるようにしている。
・契約制外国人は、経済学部としては国際経済学科に所属することとし、生きた英語を教育するため、大
学全体の中で可能な範囲で積極的に契約制外国人教員を採用している。現在経済学部では、1名当た
り10コマ担当を上限として2名の契約制外国人教員を雇用している。
・非常勤講師についても、専任教員が対応できない特殊な領域、必要に応じて雇用し、その際、都度、厳
格な資格審査を行っている。

（６）教員・教員組織

Ａ
編制方針の明文化は今後の課題であ
るが、定例の学科会議の検討課題に
する予定である。

※1と同様

※1と同様

※1と同様
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

哲学教育 80 教育・研究活動の中で哲学教育を推進しているか。
・学科　教育課程表

・本学の哲学教育の核心ともいうべき問題発見・解決能力の育成については、1～4年のゼミで各担当教
員がそれぞれの立場から学生にレポートやディベートなど課題を与える形で実行しており、4年次の卒業
論文の作成はそうした学習の総仕上げと位置付けている

A

国際化 81 教育・研究活動の中で国際化を推進しているか。

・経済学部では、独仏・中国・米国各研修委員会を組織し、海外研修をドイツ・フランス、中国、アメリカで
実施しており、現地での経験を生かして、学生はその後の語学・専門科目の学習へのモチベーションを
高めている。
・そのほか、学部の研修プログラムに学科教員が積極的に参加し研修者のケアや支援を行ったり、定期
的に専任教員が海外の大学に国外研究に赴く、あるいは国際学会に参加などしている。
・研究においては、学部予算を措置し短期および長期海外研究を行っている。また、マールブルク大学
およびストラスブール大学との共同プロジェクトを実施しており、交換研究員を送り出し、研究の相互交流
を積極的に行っている。

B

キャリア教育 82 教育・研究活動の中でキャリア教育を推進しているか。 ・シラバス
「現代経済入門」では就職・キャリア支援に係る講座を1回設けている。また、他の科目においても社会で
活躍する外部講師を招聘するなどし、学生の進路選択の動機付けの機会としている。 A

・学科の中・長期計画の策定、その進
捗状況を報告する際には、必ず学科
長を中心に学科会議において計画の
適切性、進捗状況、課題等を、学科の
理念・目的との関連性を踏まえて検証
している。
・上記の検証を通じて、中・長期計画を
学科の理念・目的に繋げている。

2）学部・学科独自の評価
項目①

83 ①専門ゼミ加入率の増加、②カリキュラムマップを実現しやすい時間割調整 ・「教授会議事録」

・ゼミ加入率は以下の通り。
H28　2部専門ゼミ（春）加入率　→3年　32.7％　4年　28.6％
H29　2部専門ゼミ（春）加入率　→3年　34.5％　4年　16.7％
　専門ゼミ加入率は3年次で少し高くなったが、水準としては3割と2部の特殊性を考慮しても高いもので
はない。従ってこの数字を上げていくための方策を検討する必要がある。

Ｃ
・専門ゼミの紹介活動の発展(ゼミ加入
促進のための説明会の開催)。
・主要科目が重複しない時間割作成
等。

Ｈ30年度から実施

（11）その他

１）大学が推進している3つ
の柱を基盤とした教育・研
究活動を行っているか。
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